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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

 （注）１．当社は連結財務諸表を作成していませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については記載

しておりません。 

２．当社は、持分法の対象となる関連会社がないので、「持分法を適用した場合の投資利益」については記載し

ておりません。 

３．売上高には、消費税等が含まれております。 

４．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

５．株価収益率については、当社株式は非上場であるため、記載しておりません。 

回次 第10期 第11期 第12期 第13期 第14期 

決算年月 平成13年６月 平成14年６月 平成15年６月 平成16年６月 平成17年６月 

売上高 （千円） 23,895 32,356 39,631 48,231 54,855 

経常利益 （千円） 6,568 18,453 21,647 34,039 36,820 

当期純利益 （千円） 5,181 17,643 58,983 41,509 9,989 

持分法を適用した場合の

投資利益 
（千円） － － － － － 

資本金 （千円） 48,000 48,000 48,000 48,000 48,000 

発行済株式総数 （株） 960 960 960 960 960 

純資産額 （千円） 82,496 100,140 157,123 194,632 200,622 

総資産額 （千円） 92,386 109,999 228,340 195,388 201,244 

１株当たり純資産額 （円） 85,934.09 104,312.84 159,503.61 198,575.81 197,523.52 

１株当たり配当額 

（うち１株当たり中間配

当額） 

（円） 
－ 

(－) 

－ 

(－) 

－ 

(－) 

－ 

(－) 

135,000 

(－) 

１株当たり当期純利益金

額又は当期純損失金額

（△） 

（円） 5,397.63 18,378.76 57,274.10 39,072.20 △1,052.29 

潜在株式調整後１株当た

り当期純利益金額 
（円） － － － － － 

自己資本比率 （％） 89.3 91.0 68.8 99.6 99.7 

自己資本利益率 （％） 6.7 19.3 45.9 23.6 5.1 

株価収益率 （倍） － － － － － 

配当性向 （％） － － － － － 

営業活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（千円） － － － 45,156 19,277 

投資活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（千円） － － － 1,871 73,214 

財務活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（千円） － － － △70,000 － 

現金及び現金同等物の期

末残高 
（千円） － － － 51,446 143,938 

従業員数 

(外、平均臨時雇用者数) 
（人） 

－ 

  

－ 

  

－ 

  

－ 

  

－ 

  



６．第14期まで、当社の人員構成は役員４名（第13期は５名）のみであり、従業員はおりません。 

７．第12期から、１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定

に当たっては、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期

純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。 

８．第13期及び第14期の財務諸表につきましては、証券取引法第193条の２の規定に基づき、中央青山監査法人

の監査を受けておりますが、第10期、第11期及び第12期の財務諸表につきましては、監査を受けておりませ

ん。 



２【沿革】 

 （注）当事業年度以降、以下の事項が発生しております。 

平成17年11月  臨時株主総会において、株式会社サンマルクとの株式交換契約書が承認。 

平成17年11月  株式会社サンマルクホールディングスに商号変更。 

平成18年１月  株式会社サンマルクと株式交換。 

平成18年１月  東京証券取引所市場第一部に上場。 

年月 事項 

平成３年７月  インテリアコーディネイト及び損害保険代理店業を目的として岡山県倉敷市に株式会社デコー

ルを設立。 

平成10年２月   インテリアコーディネイト事業を廃止。 

平成10年６月   岡山県岡山市に本店を移転。 

平成11年３月   損害保険の募集に関する業務及び生命保険の募集に関する業務を株式会社サンマルクへ譲渡。 



３【事業の内容】 

 当社は、平成17年6月30日現在、株式会社サンマルクの代表取締役社長である片山直之が100%出資する会社であ

り、株式会社サンマルク株式の12.68%を所有し、当該有価証券の保有管理等を行っております。また、関連会社であ

る株式会社クレオも当社と同様に株式会社サンマルク株式の4.54％を所有し、当該有価証券の保有管理等を行ってお

ります。 

 当事業年度後、当社は平成17年11月24日開催の臨時株主総会での承認を得、株式会社サンマルクと平成18年１月１

日付株式交換により株式会社サンマルクの完全親会社となり、当社グループ（当社及び当社の関係会社）は当社と子

会社１社（株式会社サンマルク）により構成されております。平成17年６月30日時点で株式会社サンマルクの子会社

でありました株式会社プライム・タイムは、平成17年12月１日に株式会社サンマルクに吸収合併されました。 

 当社グループは、レストラン及びベーカリーショップ等の経営並びにフランチャイズチェーンシステムによるレス

トラン及びベーカリーショップ等の経営を行っております。 

［事業系統図］平成18年１月１日現在 

 なお、株式会社クレオは、当社と株式会社サンマルクとの株式交換により当社株式を4.54％所有することになりま

したが、引き続き、当該有価証券の保有管理業務等を行います。 

 当社は、平成18年１月１日の株式交換時点では、株式会社サンマルクの統括管理機能、IR機能をはじめとした管理

機能の一部を株式会社サンマルクから当社へ移管させました。さらに、平成18年１月10日開催の取締役会決議等によ

り、平成18年３月１日には、当社グループの共通するインフラ的機能である管理機能、店舗開発機能、業態・商品開

発機能、教育機能等について株式会社サンマルクより当社へ移管し、集約させることとしております。また、株式会

社サンマルクは、平成18年１月27日開催の臨時株主総会での承認により、平成18年３月１日に持株会社である当社の

下で業態別に会社分割し、ベーカリーレストラン事業、カフェ事業、回転ずし事業等の業態別子会社を有する持株会

社体制に移行いたします。当社は、これら当社グループ企業全般の統括管理機能を有し、企業グループ価値を追求し

ていく方針であります。 



４【関係会社の状況】 

 平成17年６月30日現在、当社の関係会社は株式会社サンマルクと株式会社クレオの２社であります。 

 当事業年度後、株式会社サンマルクとの平成18年１月１日付株式交換により、当社は株式会社サンマルクの完全親

会社となり、以下のように株式会社サンマルクは子会社となりました。なお、平成17年６月30日現在で株式会社サン

マルクの子会社でありました株式会社プライム・タイムは、平成17年12月１日に株式会社サンマルクに吸収合併され

ました。また、株式会社クレオは持分法を適用しない関連会社であります。 

 （注）１．「議決権の所有割合」は平成18年１月１日付株式交換後の割合を記載しております。 

     ２．株式会社サンマルクは、有価証券報告書を提出しております。 

     ３．平成18年１月１日現在、株式会社サンマルクは特定子会社に該当しております。 

４．株式会社サンマルクは、平成18年３月１日にベーカリーレストラン事業、カフェ事業、回転ずし事業等の業

態別に会社分割いたします。 

名称 住所 
資本金 
（百万円） 

主要な事業の
内容 

議決権の
所有割合 
(％) 

関係内容 

子会社           

株式会社サンマルク  岡山県岡山市 1,731  飲食業 100.0  役員の兼任あり 



５【従業員の状況】 

(1）提出会社の状況 

 （注）１．平成17年６月30日現在、当社の人員構成は役員４名のみであり、従業員はおりません。 

    ２．平成18年１月１日（株式会社サンマルクとの株式交換による持株会社体制への移行）時点においては、株式

会社サンマルクから関係会社の統括管理機能、ＩＲ機能をはじめとした管理機能の一部が当社へ移管され、

８名の従業員体制となっております。 

３．平成18年１月10日開催の取締役会において、平成18年３月１日を分割期日として、株式会社サンマルクの管

理機能、店舗開発機能、業態・商品開発機能、教育機能等を、当社に承継することを決議し、同日付で分割

契約を締結いたしました。これに併せて、当社の従業員も50名となる予定であります。 

(2）労働組合の状況 

  当社には従業員がおりませんので、該当事項はありません。 

  平成17年６月30日現在

従業員数（人） 平均年齢（才） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円） 

－ － － － 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

当事業年度におけるわが国経済は、輸出の伸び悩みや原油高の不安材料は残るものの、一方で好調な企業収益を

背景に、雇用環境の改善がみられ、デジタル家電向けの電子部品等の在庫調整が進むなど景気の足踏み状態から緩

やかな持ち直し状態へと推移いたしました。 

 このような経済環境下にあって、当社は主たる売上である有価証券の配当金受入れを増加することができまし

た。 

 これらの結果、売上高54,855千円（前年同期比13.7％増）、経常利益36,820千円（同8.2％増）、当期純利益

9,989千円（同75.9％減）となりました。 

(2）キャッシュ・フロー 

当事業年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、税引前当期純利益10,172千円の確保及び

有形固定資産の売却による収入80,168千円により、有形固定資産取得等の支出にもかかわらず、前事業年度に比べ

92,491千円増加（179.8％増）し、143,938千円となりました。 

（営業活動によるキャッシュフロー） 

当事業年度において営業活動の結果得られた資金は19,277千円となり、前事業年度に比べ25,878千円減少

（57.3％減）となりました。 

 この減少の主なものは、税引前当期純利益が34,196千円減少（77.1％減）したこと等によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュフロー） 

当事業年度において投資活動の結果獲得した資金は73,214千円となり、前事業年度に比べ71,342千円増加となり

ました。 

この増加の主なものは、有形固定資産の売却による収入80,168千円が発生したことによるものであります。 

（財務活動によるキャッシュフロー） 

当事業年度において財務活動の結果使用した資金はありません。 



２【売上の状況】 

 当事業年度の売上の状況を区分別に示すと、次のとおりであります。 

事業部門別 
当事業年度 

（自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日） 

前年同期比（％） 

   有価証券配当金  （千円） 54,855 118.5 

   有価証券売買損益 （千円） － － 

   有価証券評価損益 （千円） － － 

合計（千円） 54,855 113.7 



３【対処すべき課題】 

  

（１）現状の認識 

 当事業年度におけるわが国経済は、企業部門の好調な収益等を背景に緩やかな回復基調で推移いたしましたが、

当社は当社の主たる売上である有価証券の配当金受入れを増加することができました。 

 なお、当社は、平成18年１月１日に株式会社サンマルクと株式交換を行い、同社を完全子会社としました。近

年、株式会社サンマルクの属する外食業界は、外食市場規模全体が縮小傾向を辿っていることに加え、一方では新

興チェーンなどの台頭が後を絶たず、競争激化が進んでおり、今後も経営環境としては一段と厳しさを増していく

ことが予想されます。このような状況の中、株式会社サンマルクは、洋食レストラン、コーヒーショップ、高級回

転ずし等、複数業態により事業展開を行っておりますが、今後の継続的な企業成長を図るために、業態別の事業部

門を分社化するとともに全事業部門に共通する管理機能、店舗開発機能、業態・商品開発機能、教育機能等のイン

フラ的機能は、持株会社である当社に集約するなど責任と権限の所在をより明確化し、経営効率を追求すべく持株

会社体制によるグループ経営を企図しております。 

（２）当面の対処すべき課題の内容 

  今後、中長期的な視野に立った企業グループ内における最適な機能の分権と集権の構築をベースとした企業組織

体制を確立し、継続的な利益成長を図り、企業価値を高めていくことが重要な経営課題であると認識しておりま

す。 

（３）対処方針 

  株式交換により、当社を完全親会社とする持株会社体制へ移行し、これまで株式会社サンマルクにありました管

理機能の一部が当社に移管されました。今後さらに業態別分社化及び持株会社である当社への管理機能全般、店舗

開発機能、業態・商品開発機能、教育機能等の集約を予定しております。新たな企業グループ組織の構築により、

上記課題に対処する方針であります。 

（４）具体的な取組状況等 

  当社は、平成18年１月10日開催の取締役会において、平成18年３月１日を分割期日として、株式会社サンマルク

の管理機能、店舗開発機能、業態・商品開発機能、教育機能等を、当社に承継する人的吸収分割を行うことを決議

し、分割契約を締結いたしました。 

 併せて、株式会社サンマルクは、同社取締役会において分割会社として人的新設分割を行い、業態別に分社化す

ることを決議いたしました。これにより、平成18年３月１日に株式会社サンマルクは株式会社サンマルクカフェに

商号変更され、カフェ事業を行うことになります。また、ベーカリーレストラン事業は新設会社の株式会社サンマ

ルク及び株式会社バケットが、回転ずし事業は株式会社函館市場が、パスタ事業は株式会社鎌倉パスタが、それぞ

れ行うことになります。 



４【事業等のリスク】 

 当社の経営成績等に影響を及ぼす可能性のあるリスクには以下のようなものがあります。文中にある将来に関する

事項は、当事業年度末現在において当社が判断したものです。 

 保有する有価証券のリスク 

 当社の主な業務は、株式会社サンマルク株式の保有管理等であります。同社の安定株主として長期保有を目的とし

ておりますので同社株式の売買による収益は想定しておらず、同社株式からの配当金受け入れが主な売上となってお

ります。 

 よって、株式会社サンマルクの今後の業績動向や、それにより実際に支払われる同社株式の配当金の増減が、当社

の業績に影響を与える可能性があります。 

 当事業年度後、当社は株式会社サンマルクとの株式交換により同社の持株会社となりましたが、持株会社として予

想されるリスクは、以下のとおりであります。文中にある将来に関する事項は、平成18年１月１日現在において当社

が判断したものです。 

１．株式会社サンマルクにおける事業等のリスクを包括的に抱えることのリスク 

 当社は、完全子会社となる株式会社サンマルクにおける事業等のリスクを完全親会社として包括的に抱えることに

なりますので、同社での事業等のリスクは、グループの持株会社である当社のリスクでもあるものと判断します。具

体的には、以下のようなものがあります。 

（１）新業態の開発・事業化について  

 当社グループは、多業態飲食チェーンの本部として、「ベーカリーレストラン・サンマルク」及び「ベーカリーレ

ストラン・バケット」の西洋風レストランを主軸に、コーヒーショップ「サンマルクカフェ」、回転ずし店「すし処

函館市場」を加え、現在、三本柱の本格展開業態を有し、業容の拡大を図っておりますが、これらに続く新業態の開

発については重要な経営課題として位置づけております。現在での新業態としては、中華レストラン「サンマルクチ

ャイナ」、うどん店「あっぱれ讃岐」、カレー店「シェフズカリー」、スパゲティ店「生麺工房鎌倉パスタ」等があ

りますが、顧客ニーズの把握、店舗運営パッケージの構築、立地面の検証等、引き続きそれぞれの開発に注力する予

定であります。 

 当社グループは、今後も複数の新業態実験を継続的に実施していくこととし、運営ノウハウの蓄積に努めるととも

にこれらの中から事業の柱となる業態を着実に育て、本格的な事業化につなげていく方針であります。そのため、こ

れら新業態の開発・事業化の進展如何によって、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。 

展開業態・実験業態店舗数 

（２）特定の取引先への依存度について 

 株式会社アンデルセンベーカリーパートナーズとの取引関係 

  当社グループは、株式会社アンデルセンベーカリーパートナーズから当社グループチェーン店舗で使用するパン

生地を仕入れており、株式会社サンマルクの平成17年９月中間期において同社との取引は、株式会社サンマルク連結

仕入高に対し25.7％（809百万円）となっております。 

 株式会社アンデルセンベーカリーパートナーズは、株式会社アンデルセン・パン生活文化研究所をホールディング

カンパニーとするパン生地等業務用製品の卸売事業等を担う同社グループ企業であります。株式会社サンマルクは、

  業  態  名 平成17年９月30日現在 

展開業態  

ベーカリーレストラン・サンマルク 

ベーカリーレストラン・バケット  
155 

サンマルクカフェ  134 

すし処函館市場 53 

実験業態 

サンマルクチャイナ 

あっぱれ讃岐 

シェフズカリー  

生麺工房鎌倉パスタ 

琥珈琲蔵 
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平成3年5月、同社グループとの取引を開始して以来、パン製造技術の指導を受けており、またパン商品の共同開発を

行うなど、同社グループとの良好な関係を保っております。 

 今後、当社グループチェーンの拡大に伴い、同社からの仕入取引金額が増加する可能性があります。 

 上記株式会社アンデルセンベーカリーパートナーズと当社グループとの取引は契約に基づいており、今後とも安定

的に継続するものと思われますが、仮に何らかの理由で現在の取引関係に変化が生じた場合、当社グループの業績に

影響を及ぼす可能性があります。 

（３）主要食材の調達について 

 当社グループチェーンでは、レストラン等で使用する主要食材の食肉牛について、高い品質管理及び検査体制レベ

ルから鑑みて、牛海綿状脳症（ＢＳＥ）非汚染国とされるニュージーランド及びオーストラリアからの海外調達によ

り仕入れております。当社グループでは、食材全般の調達リスクを低減させるため、食材加工協力工場のさらなる品

質管理向上に努めるとともに、国内外における食材の調達先の分散化や新たなルート確保を随時進めておりますが、

食肉牛について、万一、現調達先の非汚染国においてＢＳＥが発生するなどにより、調達に支障を来すこととなった

場合、一部、メニュー変更等を余儀なくされるケースも想定でき、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があり

ます。 

（４）差し入れ敷金・保証金及び建築協力金について 

 株式会社サンマルクの直営店出店のための賃貸借物件に係る差し入れ敷金・保証金等の残高は、連結ベースで平成

17年９月30日現在、敷金・保証金総額3,928百万円（217件）、建築協力金総額350百万円（17件）がありますが、賃

貸人に対し賃貸借物件の需給関係、力関係から同業他社と同様にこれら差し入れ敷金・保証金等の返還請求権に対す

る抵当権設定等保全は完全なものではありません。 

 このような状況を踏まえ、今後当社グループにおいて直営店の出店増に伴う差し入れ敷金・保証金等残高が増大す

ることが予想され、個別物件を含む相手先の信用情報等に基づく社内審査を強化しております。現在までは該当事例

は発生しておりませんが、今後、万一差し入れ敷金・保証金等の相手先の倒産等により、一部回収不能の状況が発生

した場合、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

（５）顧客情報の管理について 

 当社グループチェーンは、来店顧客のアンケート情報や入会会員情報をデータベース化し、レストランの特別メニ

ューをご案内するなどダイレクトメールによる販売促進に活用しております。 

 当該顧客情報につきましては、個人情報取扱に関して公的認定基準を満たした信頼性の高い外部委託先を指定して

一元管理することとしており、社内においても個人情報保護法遵守の観点から、顧客情報については特に留意した取

扱いを徹底するなど万全を期しておりますが、万一、不正等の発生により、何らかの理由で顧客情報が漏洩した場合

は、損害賠償問題の発生や信用の低下等により、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

（６）法的規制等について 

 当社グループチェーンの店舗は、飲食に起因する衛生上の危害の発生防止及び公衆衛生の向上並びに増進に寄与す

ることを目的とした食品衛生法の規制を受けております。当社グループチェーンは、定期的に第三者の衛生検査機関

による細菌検査を実施するなど衛生面には万全を期しておりますが、万一、食中毒事故を引き起こしたり、重大な衛

生問題が発生した場合は、食品等の廃棄処分、営業許可の取消し、営業の禁止、一定期間の営業停止等を命じられる

ことがあり、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

２．持株会社としてのリスク 

 当社グループは、平成18年１月１日時点では、完全親会社である当社と完全子会社である株式会社サンマルクの２

社体制ですが、平成18年３月１日付で株式会社サンマルクを会社分割により業態別に分社化し、当社は、ベーカリー

レストラン事業、カフェ事業、回転ずし事業等の業態別子会社を有する持株会社になります。 

 当社は、持株会社として、これら移行作業を円滑に、また万全を期して行う予定でありますが、移行過程での不測

の内的または外的要因によって、期日までに新体制が完全には整わなかったり、各業態別子会社の立ち上げが順調に

進まなかったりした場合に、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。 



５【経営上の重要な契約等】 

 当該事業年度におきましては、該当事項はありません。 

 なお、当該事業年度末以降につきましては以下のとおりであります。 

１．株式会社サンマルクとの株式交換契約 

   対処すべき課題に記載のとおり、当社と株式会社サンマルクは、中長期的な視野に立ったグループ内における

  最適な機能の分権と集権を実現すると共に同社の株主構成の透明性向上を図ることを目的として、平成17年10月

  20日に株式交換契約を締結し、同年11月24日開催の両社のそれぞれの臨時株主総会において同株式交換契約書の

  承認を受けました。    

  株式交換の概要は次のとおりであります。   

  ①株式交換の内容 

当社を完全親会社とし、株式会社サンマルクを完全子会社とします。 

  ②株式交換の日 

平成18年１月１日 

  ③交換比率 

株式会社サンマルクの普通株式１株につき当社の株式１株の割合をもって割当交付します。なお、株式交換に

より増加する当社の発行済株式数、増加すべき資本金及び資本準備金の額、株式会社サンマルクの概要につい

ては、「第５ 経理の状況 財務諸表等 （1）財務諸表（重要な後発事象）」に記載のとおりであります。 

２．株式会社サンマルク（平成18年１月１日付株式交換により当社子会社）において締結の経営上の重要な契約等 

(1）フランチャイズ契約 

１）レストラン 

 株式会社サンマルクはレストラン展開を図るため、フランチャイジーと下記内容の「サンマルクレストランシ

ステムフランチャイズ契約」を締結しております。 

２）コーヒーショップ「サンマルクカフェ」 

 株式会社サンマルクはコーヒーショップの展開を図るため、フランチャイジー候補者と下記内容の「サンマル

クカフェフランチャイズ出店権利契約」及びフランチャイジーと下記内容の「サンマルクカフェフランチャイズ

契約」を締結しております。 

① フランチャイズ出店権利契約 

② フランチャイズ契約（本契約） 

内容 当社は、フランチャイジーに対し、一定の場所で当社が開発したサンマルクレストランチェー

ンシステムの運営、商品の調理加工、その他の経営管理ノウハウ、商標、サービスマーク、そ

の他の標章を使用して、当社が指定する商品を顧客に提供し販売する権利を与えると共に、店

舗の基本設計、商品供給、店舗運営等店舗の営業につき、指導援助を行う。 

契約期間 契約締結の日又は契約効力発生の日より８年間。但し、延長条項がある。 

契約条件 加盟金 １店舗につき10,000千円 

但し、２店舗目以降は１店舗につき5,000千円 

 ロイヤリティー 売上高に対する５％相当額 

ライセンス １契約につき１店舗の出店権利契約。 

但し、締結後１年以内に店舗建築工事を着工しないときには出店の権利を喪失する。

出店権利金 １店舗につき1,000千円 

ライセンス 当社の指定する商品を販売するために、当社の所有する商標等を使用する権利を与え

る。 

契約期間 契約締結の日より８年間。但し、延長条項がある。 

加盟金 １店舗につき4,000千円 

ロイヤリティー 売上高に対する５％相当額 



３）ベーカリーショップ「パン工房・サンマルク」 

 株式会社サンマルクはベーカリーショップの展開を図るため、フランチャイジー候補者と下記内容の「パン工

房サンマルクフランチャイズ出店権利契約」及びフランチャイジーと下記内容の「パン工房サンマルクフランチ

ャイズ契約」を締結しております。 

① フランチャイズ出店権利契約 

② フランチャイズ契約（本契約） 

４）回転ずし「すし処函館市場」 

 株式会社サンマルクは回転ずしの展開を図るため、フランチャイジーと下記内容の「すし処函館市場チェーン

システムフランチャイズ契約」を締結しております。 

(2）フランチャイズ契約促進のための業務提携等契約 

１）コーヒーショップ「サンマルクカフェ」 

 株式会社サンマルクと伊藤忠商事株式会社とは、株式会社サンマルクの主宰するサンマルクカフェフランチャ

イズ契約に関し、下記内容の業務委託契約を締結しております。 

２）回転ずし「すし処函館市場」 

 株式会社サンマルクと伊藤忠商事株式会社とは、株式会社サンマルクの主宰するすし処函館市場チェーンシス

テムフランチャイズ契約に関し、下記内容の業務委託契約を締結しております。 

ライセンス 特定地域を対象とした１契約につき１店舗の出店権利契約。 

但し、締結後１年以内に店舗建築工事を着工しないときには出店の権利を喪失する。

出店権利金 １地区１店舗につき1,000千円 

ライセンス 当社の指定する商品を販売するために、当社の所有する商標等を使用する権利を与え

る。 

契約期間 契約締結の日より８年間。但し、延長条項がある。 

加盟金 １店舗につき4,000千円 但し、フランチャイズ出店権利契約を伴わない場合は、１

店舗につき5,000千円 

ロイヤリティー 売上高に対する５％相当額 

内容 当社は、フランチャイジーに対し、一定の場所で当社が開発したすし処函館市場チェーンシス

テムの運営、商品の調理加工、その他の経営管理ノウハウ、商標、サービスマーク、その他の

標章を使用して、当社が指定する商品を顧客に提供し販売する権利を与えると共に、店舗の基

本設計、商品供給、店舗運営等店舗の営業につき、指導援助を行う。 

契約期間 契約締結の日より８年間。但し、延長条項がある。 

契約条件 加盟金 １店舗につき10,000千円 

但し、２店舗目以降は１店舗につき5,000千円 

 ロイヤリティー 売上高に対する５％相当額 

内容 伊藤忠商事株式会社は、当社のサンマルクカフェフランチャイズシステムにおけるフランチャ

イズ契約の促進を図るため、フランチャイジーの開拓及び募集等に関する業務を行う。 

契約期間 平成13年４月１日から平成15年３月31日。但し、自動更新条項がある。 

契約条件 フランチャイズ出店権利契約 

 出店権利契約に至ったフランチャイジー候補者１件につき所定額。 

フランチャイズ契約（本契約） 

 加盟契約に至ったフランチャイジー１件につき所定額。 

その他 当社は、上記委託と並行し、自ら当該業務を行うことができる。 

内容 伊藤忠商事株式会社は、当社のすし処函館市場フランチャイズシステムにおけるフランチャイ

ズ契約の促進を図るため、フランチャイジーの開拓及び募集等に関する業務を行う。 

契約期間 平成13年11月１日から平成15年10月31日。但し、自動更新条項がある。 

契約条件 フランチャイズ契約に至った１件につき所定額。 

その他 当社は、上記委託と並行し、自ら当該業務を行うことができる。 



(3）物流等に関する基本協定 

 株式会社サンマルクは、同社チェーン店舗の食材等の調達に係る物流体制の合理化及び製造元等と同社及び同社

フランチャイジーとの仕入決済業務の簡素化を目的に平成10年５月６日、伊藤忠商事株式会社とレストラン事業等

に係る物流等に関する基本協定を締結しております。 

内容 

６【研究開発活動】 

該当事項はありません。 

仕入業務 当社の開発及び指定する食材等に関し、当社チェーン店舗が食材等を発注する指定仕入先とし

て伊藤忠商事株式会社を認定する。 

供給体制 伊藤忠商事株式会社は当社の指定する期日、納品状態等を厳守し、当社チェーン店舗に食材等

を供給する。 

代金決済 当社チェーン店舗に対し、伊藤忠商事株式会社が納品する食材等については、全て同社と当該

発注店舗との間で決済する。 

商品開発 商品の開発、食材等の製造元等の選定並びに業務指導及び当該製造元等から伊藤忠商事株式会

社への納品価格交渉については当社が行い、当社チェーン店舗への納品価格は当社及び伊藤忠

商事株式会社との協議により決定する。 

情報管理 伊藤忠商事株式会社は当社チェーン店舗との受発注及び在庫状況を管理するため、当社情報管

理システムを使用する。 

ソフトウエアの使用料等 

 伊藤忠商事株式会社は当社情報管理システムの使用及び当社の行う商品開発、製造元等への業

務指導の対価として、予め取り決める条件に従い所定額を当社に支払う。 

協定期限 平成10年５月６日より１年間、ただし、自動更新条項がある。 



７【財政状態及び経営成績の分析】 

（1）財政状態の分析 

①総資産 

 当事業年度末の総資産につきましては、現金及び預金の増加等により201,244千円と前事業年度末と比べ5,855

千円増加いたしました。 

②流動資産 

 流動資産につきましては、現金及び預金の増加により148,303千円と前事業年度末に比べ94,486千円増加いた

しました。 

③固定資産 

 固定資産につきましては、建物、土地の売却等により52,941千円と前事業年度末に比べ88,631千円減少いたし

ました。 

④流動負債 

 流動負債につきましては、621千円と前事業年度末に比べ134千円減少いたしました。 

⑤資本 

 当事業年度末の資本合計は、利益剰余金の増加5,989千円により200,622千円と前事業年度末に比べ5,989千円

増加いたしました。 

(2)経営成績の分析 

①売上高 

 売上高は54,855千円と前期比6,623千円の増加となりました。売上高の増加は、有価証券の配当金の受入れ増

加8,562千円等であります。 

②売上原価 

 売上原価は7,005千円と前期比387千円減少となりました。 

③販売費及び一般管理費 

 販売費及び一般管理費は13,179千円と前期比2,037千円の増加となりました。増加の主なものは、減価償却

費、修繕維持費等の増加によるものであります。 

④営業利益 

 上記の結果、営業利益は34,670千円と前期比4,974千円増加いたしました。 

⑤営業外収益・営業外費用 

 営業外収益は2,160千円と前期比2,183千円減少しました。 

 営業外費用は10千円であります。 

⑥経常利益 

 経常利益は36,820千円と前期比2,781千円増加いたしました。 

⑦特別利益・特別損失 

 特別利益は固定資産売却益1,814千円で前期と比較（前期は関係会社株式売却益10,329千円）し、8,515千円減

少いたしました。 

 特別損失は固定資産売却損、役員退職金の支出等により28,462千円と前期比28,462千円増加いたしました。 

⑧当期純利益 

 当期純利益は9,989千円と前期比31,519千円減少いたしました。 



第３【設備の状況】 

１【設備投資等の概要】 

    当社は、当事業年度において、土地、建物、車両及び運搬具等簿価総額89,817千円を売却いたしました。 

２【主要な設備の状況】 

 当社における主要な設備は、以下のとおりであります。 

（注）１．帳簿価格のうち「その他」は、工具・器具及び備品であります。なお、金額には消費税等が含まれておりま

     す。 

 ２．平成17年６月30日現在、当社の人員構成は役員４名のみであり、従業員はおりません。 

３【設備の新設、除却等の計画】 

該当事項はありません。 

  平成17年６月30日現在

事業所名 
(所在地) 

部門別 設備の内容 

帳簿価額 
従業員
数 
(人) 建物  

（千円） 

車両及び運
搬具  
（千円） 

土地 
（千円） 
(面積㎡) 

その他 
（千円） 

合計 
（千円） 

 本社 

( 岡山県岡山市 ) 
 管理部門等  本社機能 － 10,310 － 200 10,510 － 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

 （注）１．平成17年９月14日開催の取締役会決議により、平成17年９月30日付で株式分割に伴う定款の変更が行われ、

            会社が発行する株式の総数は3,606,532株増加し、3,608,932株となっております。 

    ２．平成17年11月24日の臨時株主総会において株式交換契約書が承認され、株式交換に伴う定款変更により会社

      が発行する株式の総数は平成18年１月１日付をもって40,000,000株となっております。 

    ３．「株式の消却が行われた場合には、これに相当する株式の数を減ずる」旨定款に定めております。 

②【発行済株式】 

 （注）１．平成17年９月14日開催の取締役会決議により、平成17年９月30日付で１株を960分の1,443,573株とする株式

      分割が行われ、1,442,613株増加し、1,443,573株となっております。  

２．平成17年11月24日の臨時株主総会において、株式会社サンマルクとの株式交換契約書が承認され、平成18年

１月１日付で普通株式9,945,112株を発行し、発行済株式総数は11,388,685株となっております。 

３．当社株式は平成18年１月１日をもって東京証券取引所に上場いたしました。 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 2,400 

計 2,400 

種類 
事業年度末現在発行数

（株） 
（平成17年６月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成18年２月７日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 960 11,388,685 
東京証券取引所 

市場第一部 
－ 

計 960 11,388,685 － － 



(2）【新株予約権等の状況】 

 当事業年度末現在については、該当ありません。 

 なお、平成18年１月１日付の株式会社サンマルクとの株式交換により、商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に

基づき、株式会社サンマルクが発行した以下の新株予約権について承継しております。 

①平成14年６月26日株式会社サンマルク定時株主総会決議 

 （注）新株予約権の目的となる株式の数は、当該定時株主総会決議に基づき、実際に発行された新株予約権の目的と 

    なる株式数から実際の新株予約権の行使に係った株式の数及び退職により権利を喪失した者の新株予約権の目 

    的となる株式の数を減じております。 

 
事業年度末現在 

（平成17年６月30日） 
提出日の前月末現在 
（平成18年１月31日） 

新株予約権の数（個） － 438 

新株予約権の目的となる株式の種類 － 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株） － 43,800 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 
－ 

  

155,008,200 

（１株当たり3,539円） 

新株予約権の行使期間 － 
自 平成16年７月１日 

至 平成20年５月31日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 
  － 

発行価格 

資本組入額 

3,539 

－ 

新株予約権の行使の条件 － 

権利行使時において当社

または当社子会社の取締

役、監査役または従業員

の地位を保有しているこ

とを要する。死亡した場

合は、相続人がその権利

を行使することができ

る。 

新株予約権の譲渡に関する事項 － 

新株予約権を譲渡すると

きは、取締役会の承認を

要する。 



②平成15年６月26日株式会社サンマルク定時株主総会決議 

 （注）新株予約権の目的となる株式の数は、当該定時株主総会決議に基づき、実際に発行された新株予約権の目的と 

    なる株式数から実際の新株予約権の行使に係った株式の数を減じております。 

③平成16年６月25日株式会社サンマルク定時株主総会決議 

 
事業年度末現在 

（平成17年６月30日） 
提出日の前月末現在 
（平成18年１月31日） 

新株予約権の数（個） － 60 

新株予約権の目的となる株式の種類 － 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株） － 6,000 

新株予約権の行使時の払込金額（円） － 
21,804,000 

（１株当たり3,634円） 

新株予約権の行使期間 － 
自 平成17年７月１日 

至 平成21年５月31日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 
  － 

発行価格 

資本組入額 

3,634 

－ 

新株予約権の行使の条件 － 

権利行使時において当社

及び当社子会社の取締

役、監査役または従業員

の地位を保有しているこ

とを要する。死亡した場

合は、相続人がその権利

を行使することができ

る。 

新株予約権の譲渡に関する事項 － 

新株予約権を譲渡すると

きは、取締役会の承認を

要する。 

 
事業年度末現在 

（平成17年６月30日） 
提出日の前月末現在 
（平成18年１月31日） 

新株予約権の数（個） － 260 

新株予約権の目的となる株式の種類 － 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株） － 26,000 

新株予約権の行使時の払込金額（円） － 
111,358,000 

（１株当たり4,283円） 

新株予約権の行使期間 － 
自 平成18年７月１日 

至 平成22年５月31日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 
  － 

発行価格 

資本組入額 

4,283 

－ 

新株予約権の行使の条件 － 

権利行使時において当社

及び当社子会社の取締

役、監査役または従業員

の地位を保有しているこ

とを要する。死亡した場

合は、相続人がその権利

を行使することができ

る。 

新株予約権の譲渡に関する事項 － 

新株予約権を譲渡すると

きは、取締役会の承認を

要する。 



(3）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 （注）１．会社設立。 

    ２．株主割当増資 １株につき0.6株の割合で割当。 

    ３．平成17年９月30日付をもって１株を960分の1,443,573株に株式分割し、発行済株式総数が1,442,613株増加

しております。 

    ４．平成17年11月24日の臨時株主総会において、株式会社サンマルクとの株式交換契約書が承認され、平成18年

      １月１日付で普通株式9,945,112株を発行し、発行済株式総数は11,388,685株、資本金が452,000千円増加し

      500,000千円、資本準備金が14,322,360千円増加し14,322,360千円となっております。 

(4）【所有者別状況】 

なお、平成18年１月１日の株式交換後の所有者別状況は、次のとおりであります。 

（注）１．平成17年11月24日付で当社定款の変更により、１単元の株式数は100株となっております。 

 ２．「その他の法人」及び「単元未満株式の状況」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が、それぞれ１単元

   及び52株含まれております。 

年月日 
発行済株式総
数増減数（株) 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

 平成３年７月19日  

（注）１  

600 600 30,000 30,000 － － 

 平成７年12月26日  

（注）２  

360 960 18,000 48,000 － － 

  平成17年６月30日現在

区分 

株式の状況（1単元の株式数１株） 
単元未満株
式の状況 
（株） 

政府及び地
方公共団体 

金融機関 証券会社 
その他の法
人 

外国法人等 
個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数（人） － － － － － － 1 1 － 

所有株式数

（単元） 
－ － － － － － 960 960 － 

所有株式数の

割合（％） 
－ － － － － － 100 100 － 

  平成18年１月１日現在

区分 

株式の状況（1単元の株式数100株） 
単元未満株
式の状況 
（株） 

政府及び地
方公共団体 

金融機関 証券会社 
その他の法
人 

外国法人等 
個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数（人） － 47 18 64 74 － 6,628 6,831 － 

所有株式数

（単元） 
－ 32,506 1,210 27,120 20,594 － 31,373 112,803 108,385 

所有株式数の

割合（％） 
－ 28.82 1.07 24.04 18.26 － 27.81 100 － 



(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

イ 事業年度末現在 

ロ 最近日現在 

 （注）1.「完全議決権株式（その他）」の株式数の欄には、証券保管振替機構名義株式100株及び株主名簿上当社子会 

     社である株式会社サンマルク名義となっておりますが、実質的に所有していない株式3,900株が含まれており 

     ます。 

2.「単元未満株式」の株式数の欄には、証券保管振替機構名義株式52株及び相互保有株式３株（株式会社サンマ

 ルク）が含まれております。 

  平成17年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） － － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式    960 960 － 

単元未満株式 － － － 

発行済株式総数 960 － － 

総株主の議決権 － 960 － 

  平成18年１月１日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
（相互保有株式） 

普通株式     90,800 
－ － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 11,189,500 111,855 － 

単元未満株式 普通株式   108,385 － － 

発行済株式総数 11,388,685 － － 

総株主の議決権 － 111,855 － 



②【自己株式等】 

イ 事業年度末現在 

ロ 最近日現在 

 （注）上記のほか、株主名簿上は当社子会社である株式会社サンマルク名義となっておりますが実質的に所有していな

    い株式が3,900株あります。なお、当該株式数は、上記「発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」の欄の 

    普通株式に含めております。 

  平成17年６月30日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

－ － － － － － 

計 － － － － － 

  平成18年１月１日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

（相互保有株式） 

株式会社サンマルク 

岡山県岡山市平田

173番地104 
90,800 － 90,800 0.80 

計 － 90,800 － 90,800 0.80 



(6）【ストックオプション制度の内容】 

当事業年度末現在につきましては、該当事項はありません。 

 なお、平成18年１月１日付の株式会社サンマルクとの株式交換により同社の新株予約権を承継したことによ

り、ストックオプション制度を採用しております。当該制度は商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づ

き新株予約権を発行するもので、内容は以下のとおりであります。 

① 平成14年６月26日株式会社サンマルク定時株主総会決議分 

（注）１．当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとする。た

だし、かかる調整は本新株予約権のうち、当該時点で権利行使されていない新株予約権の目的となる株式の数

についてのみ行われ、調整の結果生じる１株未満の端数は切り捨てる。 

２．新株予約権の行使時に払込みをすべき金額は、新株予約権を発行する日の属する月の前月の各日（取引が成立

していない日を除く）における東京証券取引所における当社株式普通取引の終値の平均値に1.03を乗じた金額

（１円未満の端数は切り上げ）とする。ただし、当該金額が新株予約権の発行日の終値（取引が成立しない場

合はそれに先立つ直近日の終値）を下回る場合は、当該終値とする。 

なお、株式の分割及び時価を下回る価額で新株を発行するときは、次の算式により発行価額を調整し、調整に

より生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

３．① 新株予約権者は、権利行使時において当社の取締役、従業員の地位を保有していることを要する。 

② 新株予約権者が死亡した場合は、相続人がその権利を行使することができる。 

③ その他の条件については、第14回定時株主総会及び取締役会決議に基づき、当社と対象取締役、従業員と

の間で締結する新株予約権割当契約に定めるところによる。 

決議年月日 平成14年６月26日 

付与対象者の区分及び人数 
当社取締役及び従業員 

人数は取締役会において決定する。 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

株式の数 63,000株を上限とする  （注）１ 

新株予約権の行使時の払込金額 （注）２ 

新株予約権の行使期間 平成16年７月１日から平成20年５月31日まで 

新株予約権の行使の条件 （注）３ 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するには、取締役会の承認を要す

る。 

 調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割または併合の比率 

     
既発行株式数 ＋ 

新規発行株式数×１株当たり払込金額  

 調整後 

払込金額 
＝
調整前 

払込金額 
× 

分割・新規発行前の株価  

 既発行株式数＋分割・新規発行による増加株式数  



② 平成15年６月26日株式会社サンマルク定時株主総会決議分 

（注）１．当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとする。た

だし、かかる調整は本新株予約権のうち、当該時点で権利行使されていない新株予約権の目的となる株式の数

についてのみ行われ、調整の結果生じる１株未満の端数は切り捨てる。 

２．新株予約権の行使時に払込みをすべき金額は、新株予約権を発行する日の属する月の前月の各日（取引が成立

していない日を除く）における東京証券取引所における当社株式普通取引の終値の平均値に1.03を乗じた金額

（１円未満の端数は切り上げ）とする。ただし、当該金額が新株予約権の発行日の終値（取引が成立しない場

合はそれに先立つ直近日の終値）を下回る場合は、当該終値とする。 

なお、株式の分割及び時価を下回る価額で新株を発行するときは、次の算式により発行価額を調整し、調整に

より生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

３．① 新株予約権者は、権利行使時において当社及び当社子会社の取締役、監査役または従業員の地位を保有し

ていることを要する。 

② 新株予約権者が死亡した場合は、相続人がその権利を行使することができる。 

③ 新株予約権者は、付与された権利の質入れその他の処分をすることができない。 

④ その他の条件については、第15回定時株主総会及び取締役会決議に基づき、当社と対象従業員との間で締

結する新株予約権割当契約に定めるところによる。 

③ 平成16年６月25日株式会社サンマルク定時株主総会決議分 

（注）１．当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとする。た

だし、かかる調整は本新株予約権のうち、当該時点で権利行使されていない新株予約権の目的となる株式の数

についてのみ行われ、調整の結果生じる１株未満の端数は切り捨てる。 

決議年月日 平成15年６月26日 

付与対象者の区分及び人数 
当社従業員 

人数は取締役会において決定する。 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

株式の数 7,000株を上限とする  （注）１ 

新株予約権の行使時の払込金額 （注）２ 

新株予約権の行使期間 平成17年７月１日から平成21年５月31日まで 

新株予約権の行使の条件 （注）３ 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するには、取締役会の承認を要す

る。 

 調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割または併合の比率 

     
既発行株式数 ＋ 

新規発行株式数×１株当たり払込金額  

 調整後 

行使金額 
＝
調整前 

行使金額 
× 

分割・新規発行前の株価  

 既発行株式数＋分割・新規発行による増加株式数  

決議年月日 平成16年６月25日 

付与対象者の区分及び人数 
当社取締役及び従業員 

人数は取締役会において決定する。 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

株式の数 65,500株を上限とする  （注）１ 

新株予約権の行使時の払込金額 （注）２ 

新株予約権の行使期間 平成18年７月１日から平成22年５月31日まで 

新株予約権の行使の条件 （注）３ 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するには、取締役会の承認を要す

る。 

 調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割または併合の比率 



２．新株予約権の行使時に払込みをすべき金額は、新株予約権を発行する日の属する月の前月の各日（取引が成立

していない日を除く）における東京証券取引所における当社株式普通取引の終値の平均値に1.03を乗じた金額

（１円未満の端数は切り上げ）とする。ただし、当該金額が新株予約権の発行日の終値（取引が成立しない場

合はそれに先立つ直近日の終値）を下回る場合は、当該終値とする。 

なお、株式の分割及び時価を下回る価額で新株を発行するときは、次の算式により発行価額を調整し、調整に

より生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

３．① 新株予約権者は、権利行使時において当社及び当社子会社の取締役、監査役または従業員の地位を保有し

ていることを要する。 

② 新株予約権者が死亡した場合は、相続人がその権利を行使することができる。 

③ 新株予約権者は、付与された権利の質入れその他の処分をすることができない。 

④ その他の条件については、第16回定時株主総会及び取締役会決議に基づき、当社と対象取締役及び従業員

との間で締結する新株予約権割当契約に定めるところによる。 

     
既発行株式数 ＋ 

新規発行株式数×１株当たり払込金額  

 調整後 

行使金額 
＝
調整前 

行使金額 
× 

分割・新規発行前の株価  

 既発行株式数＋分割・新規発行による増加株式数  



２【配当政策】 

 当社は株式会社サンマルクの配当政策を踏襲して、会社の業績動向及び配当性向を総合的に勘案した上で、株主に

対し安定的な配当を継続しつつ、今後の事業拡充による将来の利益貢献を図るため内部留保の充実に努めることを基

本としております。 

 ただし、当期の配当につきましては、過去に蓄積してきた剰余金の相当額は、配当金として一括して支払っており

ます。    

３【株価の推移】 

 当社株式は、平成17年６月30日現在は非上場であり、該当事項はありません。なお、当社株式は、平成18年１月

１日をもって東京証券取引所市場第一部に上場いたしました。 



４【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（千株） 

代表取締役 

社長 
 片山 直之 昭和33年１月15日生 

平成元年３月 株式会社大元サンマルク（現、株

式会社サンマルク）専務取締役就

任 

平成３年７月 当社取締役就任 

平成３年９月 株式会社サンマルク代表取締役社

長就任（現任） 

平成13年５月 株式会社クレオ代表取締役会長就

任 

平成15年１月 当社取締役辞任 

平成16年３月 当社取締役就任 

平成17年６月 当社代表取締役就任 

平成17年11月 当社代表取締役社長就任（現任） 

平成17年12月 株式会社クレオ取締役（現任） 

3,058 

常務取締役  管理本部長 江口 嘉行 昭和８年11月５日生 

平成６年６月 株式会社サンマルク取締役管理本

部長就任 

平成８年４月 同社常務取締役管理本部長就任 

平成12年５月 同社常務取締役経営本部総務・経

理・財務担当 

平成13年４月 同社常務取締役管理本部長（現

任） 

平成14年７月 株式会社プライム・タイム監査役

就任 

平成17年11月 当社常務取締役就任 

平成18年１月 当社常務取締役管理本部長就任

（現任） 

21 

常務取締役  社長室長 藤井 律子 昭和25年３月13日生 

平成９年６月 株式会社サンマルク取締役社長室

長（部長）就任 

平成11年４月 同社取締役社長室長 

平成14年６月 同社常務取締役社長室長就任（現

任） 

平成15年５月 株式会社プライム・タイム取締役

就任 

平成17年11月 当社常務取締役就任 

平成18年１月 当社常務取締役社長室長就任（現

任） 

33 

常務取締役   尾崎 人士 昭和37年９月６日生 

平成９年６月 株式会社サンマルク取締役店舗運

営本部東日本ＦＣ運営部部長兼商

品開発担当就任 

平成12年５月 同社取締役経営本部商品設備担当

兼ＧＳＶ 

平成13年４月 同社取締役営業支援本部商品・設

備担当兼ＧＳＶ 

平成14年６月 同社常務取締役商品本部長就任 

平成17年４月 同社常務取締役営業本部長就任

（現任） 

平成17年９月 SAINT-MARC CAFE USA INC. 取締

役就任（現任） 

平成17年11月 当社常務取締役就任（現任） 

12 

 



 （注）尾崎一郎氏は、商法第188条第２項第７号ノ２に定める社外取締役であります。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（千株） 

取締役  尾崎 一郎 昭和17年４月11日生 

平成13年３月 株式会社タカキベーカリー監査役

就任（現任） 

平成14年６月 株式会社サンマルク取締役就任

（現任） 

平成17年11月 当社取締役就任（現任） 

－ 

監査役  松浦 良行 昭和２年２月13日生 

平成６年６月 株式会社サンマルク監査役就任 

平成８年６月 同社常勤監査役就任（現任） 

平成17年11月 当社監査役就任（現任） 

1 

監査役  石井 辰彦 昭和27年３月９日生 

昭和55年４月 弁護士登録（現在） 

昭和55年４月 岡崎法律事務所（現石井法律事務

所）勤務 

平成５年８月 同事務所所長就任（現在） 

平成８年６月 株式会社サンマルク監査役就任

（現任） 

平成17年11月 当社監査役就任（現任） 

－ 

監査役  福原 一義 昭和24年９月27日生 

昭和52年３月 公認会計士登録（現在） 

昭和59年12月 税理士登録（現在） 

平成13年11月 福原一義公認会計士事務所所長就

任（現在） 

平成16年６月 株式会社サンマルク監査役就任

（現任） 

平成17年11月 当社監査役就任（現任） 

－ 

        計 3,127



５【コーポレート・ガバナンスの状況】 

（１）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

  当社は、平成18年１月１日、株式会社サンマルクとの株式交換を行い持株会社体制に移行し、さらに平成18年３ 

 月１日付で業態や機能に従って再編し、管理機能、店舗開発機能、業態・商品開発機能、教育機能等を有する持株 

 会社である当社の下に、ベーカリーレストラン事業、カフェ事業、回転ずし事業等の業態別子会社を有する体制に 

 移行することで、当社グループ内における最適な機能の分権と集権を実現する方針です。 

  持株会社移行後は、当社グループとして、経営上のスピーディーな意思決定を図りつつ、経営管理機能、グルー 

 プ統括管理機能等を有効に働かせることができるよう、組織の編成及び運用に努めるとともに、コンプライアンス 

 の意識向上及びリスク管理強化を重要視してグループ経営にあたることを基本方針とする予定です。 

（２）会社の経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況 

・当社は、監査役制度を採用しております。なお、現在、当社は株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律

（以下「商法特例法」）の小会社に該当するため監査役会を組織しておりませんが、持株会社体制移行後は、監査

役会と同等の機能を持つ監査役協議会を任意に組織し、監査に関する重要事項についての報告・協議または決議を

行うこととし、これまでの株式会社サンマルクと同等の水準の経営チェック機能を運用してまいります。平成18年

１月１日の株式交換・持株会社体制移行時に資本金が増額し、商法特例法により大会社に該当することになります

が、同法上、その後最初に到来する決算期に関する定時株主総会までは大会社特例規定が適用されませんので、実

際の適用は平成18年６月開催予定の定時株主総会以降となります。それ以降は、大会社として監査役会を組織する

ことを予定しております。 

・当社は、社外取締役を１名、社外監査役を３名選任しております。 

・当社は証券取引法第193条の２の規定に基づいて中央青山監査法人により監査を受けております。同会計監査業

務を執行した公認会計士は秋山直樹及び味谷祐司の２名であり、中央青山監査法人に所属しております。なお、

両名とも継続監査年数は２年であります。また、監査業務に係わる補助者の人数は、平成18年１月末現在８名で

あり、その構成は、公認会計士２名、会計士補３名、その他補助者３名となっております。持株会社体制移行

後、上場会社として引き続き公正な会計監査を受け、会計処理の適正性の確保に努めてまいります。 

・持株会社体制移行後は、コンプライアンスの強化を目的に社外の法律事務所の弁護士と顧問契約を締結し、適

時、指導・アドバイス等を受ける体制を設けております。 

・持株会社体制移行後は、内部統制を有効に働かせるため、内部監査室（１名）、監査役（３名）は会社の執行状

況等につき、監査法人と定期的な情報交換を行い、適正な経営マネジメントに反映させるよう努めてまいりま

す。 

（３）会社と会社の社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係の概要 

  当社の社外取締役 尾崎一郎氏は、株式会社タカキベーカリーの監査役であり、同社グループ企業と当社との間 

 において定常的な商取引を行っております。また、監査役３名は全員が社外監査役であります。このうち、松浦良 

 行は当社株式を１千株所有しておりますが、その他に当社との利害関係はありません。上記以外の２名は、当社と 

 の人的関係、資本的関係または取引関係その他の利害関係はありません。 

（４）会社のコーポレート・ガバナンスの充実に向けた取組み 

  持株会社体制移行後は、コンプライアンス重視の観点から必要とされる重点的なテーマを新組織ベースで個別に 

 定め、計画的な内部チェック機能及びリスク管理の強化、充実を図ることとしております。 

（５）役員報酬および監査報酬 

 当事業年度における当社の取締役および監査役に対する役員報酬、及び監査法人に対する監査報酬は以下のとおりで

あります。 

      役員報酬：  

          取締役に支払った報酬   10,400千円 

          監査役に支払った報酬     960千円 
           ──────────────────── 
               計        11,360千円 

      監査報酬：  

          公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬（第13期、第14期分）  7,000千円 

          上記以外の業務に基づく報酬                          －千円 



第５【経理の状況】 

１．財務諸表の作成方法について 

 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日

内閣府令第５号）附則第２項のただし書きにより、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前事業年度（平成15年７月１日から平成16年６月30日まで）及

び当事業年度（平成16年７月１日から平成17年６月30日まで）の財務諸表について、中央青山監査法人により監査を

受けております。 

３．連結財務諸表について 

 当社は子会社がありませんので、連結財務諸表を作成しておりません。 



１【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

  
前事業年度 

（平成16年６月30日） 
当事業年度 

（平成17年６月30日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）               

Ⅰ 流動資産               

１．現金及び預金     51,446     143,938   

２．前払費用     38     －   

３．未収入金     1,611     4,364   

４．その他     720     －   

流動資産合計     53,816 27.5   148,303 73.7 

Ⅱ 固定資産               

(1）有形固定資産               

１．建物   65,763     －     

減価償却累計額   1,736 64,026   － －   

２．車両及び運搬具   18,887     15,363     

減価償却累計額   5,842 13,044   5,053 10,310   

３．工具・器具及び備品   2,104     2,104     

減価償却累計額   1,838 266   1,904 200   

４．土地     21,711     －   

有形固定資産合計     99,049 50.7   10,510 5.2 

(2）投資その他の資産               

１．関係会社株式     42,405     42,405   

２．出資金     10     －   

３．長期前払費用     107     25   

投資その他の資産合計     42,522 21.8   42,430 21.1 

固定資産合計     141,572 72.5   52,941 26.3 

資産合計     195,388 100.0   201,244 100.0 

    
 



  
前事業年度 

（平成16年６月30日） 
当事業年度 

（平成17年６月30日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）               

Ⅰ 流動負債               

１．未払金     310     199   

２．未払法人税等     165     182   

３．預り金     280     240   

流動負債合計     755 0.4   621 0.3 

負債合計     755 0.4   621 0.3 

（資本の部）               

Ⅰ 資本金 ※１   48,000 24.6   48,000 23.9 

Ⅱ 利益剰余金               

１．利益準備金   1,000     2,000     

２．任意積立金               

(1）別途積立金   40,000     45,000     

３．当期未処分利益   105,632     105,622     

利益剰余金合計     146,632 75.0   152,622 75.8 

資本合計     194,632 99.6   200,622 99.7 

負債・資本合計     195,388 100.0   201,244 100.0 

   



②【損益計算書】 

  
前事業年度 

（自 平成15年７月１日 
至 平成16年６月30日） 

当事業年度 
（自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高 
※
１、
４ 

  48,231 100.0   54,855 100.0 

Ⅱ 売上原価     7,393 15.3   7,005 12.8 

売上総利益     40,837 84.7   47,849 87.2 

Ⅲ 販売費及び一般管理費               

１．役員報酬   4,560     4,560     

２．福利厚生費   122     138     

３．旅費交通費   381     568     

４．消耗品費   46     0     

５．租税公課   1,094     517     

６．修繕維持費   228     1,008     

７．減価償却費   3,890     5,676     

８．その他   817 11,141 23.1 710 13,179 24.0 

営業利益     29,695 61.6   34,670 63.2 

Ⅳ 営業外収益               

１．受取利息   0     0     

２．受取賃貸料   4,200     1,925     

３．その他   143 4,343 9.0 235 2,160 3.9 

Ⅴ 営業外費用               

１．雑損失   － － － 10 10 0.0 

経常利益     34,039 70.6   36,820 67.1 

Ⅵ 特別利益               

１．固定資産売却益 ※２ －     1,814     

２．関係会社株式売却益   10,329 10,329 21.4 － 1,814 3.3 

Ⅶ 特別損失               

１．固定資産売却損 ※３ －     11,462     

２．役員退職金   － － － 17,000 28,462 51.9 

税引前当期純利益     44,368 92.0   10,172 18.5 

法人税、住民税及び事
業税 

    2,859 5.9   182 0.3 

当期純利益     41,509 86.1   9,989 18.2 

前期繰越利益     64,123     95,632   

当期未処分利益     105,632     105,622   

     



③【売上原価明細書】  

（注）労務費には次のものが含まれております。 

（前事業年度）   （当事業年度） 

役員報酬              7,200        6,800 

福利厚生費                            193                 205 

  
前事業年度 

（自 平成15年７月１日 
至 平成16年６月30日） 

当事業年度 
（自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

Ⅰ 労務費   7,393 100.0 7,005 100.0 

当期売上原価   7,393 100.0 7,005 100.0 



④【キャッシュ・フロー計算書】 

  
前事業年度 

（自 平成15年７月１日 
至 平成16年６月30日） 

当事業年度 
（自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

      

税引前当期純利益   44,368 10,172 

減価償却費   3,890 5,676 

受取利息   △0 △0 

関係会社株式の売却益   △10,329 － 

有形固定資産売却益   － △1,814 

有形固定資産売却損   － 11,462 

有価証券の減少額   11,176 － 

未払金の増加（△減少
額） 

  310 △111 

役員賞与の支払額   △4,000 △4,000 

その他   2,792 286 

小計   48,209 21,671 

利息及び配当金の受取
額 

  0 0 

法人税等の支払額   △3,053 △2,393 

営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  45,156 19,277 

Ⅱ 投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

      

関係会社株式の売却に
よる収入 

  10,417 － 

有形固定資産の取得に
よる支出 

  △8,409 △6,954 

有形固定資産の売却に
よる収入 

  － 80,168 

その他の投資取得によ
る支出 

  △136 － 

投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  1,871 73,214 

Ⅲ 財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

      

短期借入金の返済によ
る支出 

  △70,000 － 

財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  △70,000 － 

Ⅳ 現金及び現金同等物の増
加額（減少額：△） 

  △22,972 92,491 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期
首残高 

  74,418 51,446 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期
末残高 

  51,446 143,938 

       



⑤【利益処分計算書】 

  
前事業年度 

（株主総会承認日 
平成16年８月31日） 

当事業年度 
（株主総会承認日 
平成17年８月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 当期未処分利益     105,632   105,622 

Ⅱ 任意積立金取崩額           

１．別途積立金取崩額     －   45,000 

合計     105,632   150,622 

Ⅲ 利益処分額           

１．利益準備金   1,000   10,000   

２．配当金   －   129,600   

３．役員賞与金   4,000   11,000   

（うち監査役賞与金）   （－）   (1,000)   

４．任意積立金           

(1）別途積立金   5,000 10,000 － 150,600 

Ⅳ 次期繰越利益     95,632   22 

    



重要な会計方針 

項目 
前事業年度 

（自 平成15年７月１日 
至 平成16年６月30日） 

当事業年度 
（自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日） 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

(1）関連会社株式 

  移動平均法による原価法 

(2）売買目的有価証券 

  時価法（売上原価は移動平均法によ 

  り算定しております） 

  

(1）関連会社株式 

        同左 

(2）売買目的有価証券 

      ────── 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

  定率法（ただし、平成10年4月1日以 

  降に取得した建物（建物附属設備を 

  除く）については定額法）を採用し 

  ております。 

  なお、主な耐用年数は以下のとおり 

  であります。 

   建物         47年 

   車両及び運搬具    ６年 

   工具・器具及び備品  ８年 

  

(1）有形固定資産 

        同左 

 (2）長期前払費用 

定額法を採用しております。 

 (2）長期前払費用 

同左 

３．キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲 

 キャッシュ・フロー計算書における資金

（現金及び現金同等物）は、手許現金、

随時引き出し可能な預金及び容易に換金

可能であり、かつ、価値の変動について

僅少なリスクしかおわない取得日から3ヶ

月以内に償還期限の到来する短期投資か

らなります。 

同左 

４．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

 消費税等の会計処理方法 

 税込方式によっております。 

同左 



注記事項 

（貸借対照表関係） 

（損益計算書関係） 

（キャッシュ・フロー計算書関係） 

（リース取引関係） 

 第13期（自 平成15年７月１日 至 平成16年６月30日）及び第14期 （自 平成16年７月１日 至 平成17年 

 ６月30日）において、該当事項はありません。 

前事業年度 
（平成16年６月30日） 

当事業年度 
（平成17年６月30日） 

 ※1 会社が発行する株式の総数  普通株式 2,400株  ※1 会社が発行する株式の総数  普通株式 2,400株 

    発行済株式の総数       普通株式   960株     発行済株式の総数      普通株式   960株 

    

前事業年度 
（自 平成15年７月１日 
至 平成16年６月30日） 

当事業年度 
（自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日） 

 ※1 売上高の内訳は次のとおりであります。  ※1 売上高の内訳は次のとおりであります。 

    受取配当金         46,293千円     受取配当金         54,855千円 

    有価証券売買損        2,669千円   

    有価証券評価益        4,607千円   

 ※2        ──────   ※2 固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。 

      車両及び運搬具        1,814千円 

 ※3        ──────   ※3 固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。 

      土地             2,925千円 

         建物             8,537千円 

 ※4 関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれ 

   ております。 

 ※4 関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれ 

   ております。 

    受取配当金          46,194千円     受取配当金          54,855千円 

前事業年度 
（自 平成15年７月１日 
至 平成16年６月30日） 

当事業年度 
（自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日） 

現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

（平成16年６月30日現在） 

現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

（平成17年６月30日現在） 

 千円

現金及び預金勘定 51,446 

現金及び現金同等物 51,446 

 千円

現金及び預金勘定 143,938 

現金及び現金同等物 143,938 

    



（有価証券関係） 

（デリバティブ取引関係） 

 第13期（自 平成15年７月１日 至 平成16年６月30日） 

  該当事項はありません。 

 第14期 （自 平成16年７月１日 至 平成17年６月30日） 

  該当事項はありません。 

（退職給付関係）  

 第13期（自 平成15年７月１日 至 平成16年６月30日） 

  該当事項はありません。 

 第14期 （自 平成16年７月１日 至 平成17年６月30日） 

  該当事項はありません。 

前事業年度（平成16年６月30日） 当事業年度（平成17年６月30日） 

 １．売買目的有価証券           ────── 

   貸借対照表計上額             －千円     

   当事業年度の損益に含まれた評価差額  4,607千円      

          

 ２．子会社及び関連会社株式で時価のあるもの  ２．子会社及び関連会社株式で時価のあるもの 

 （1）関連会社株式   （1）関連会社株式 

   貸借対照表計上額          42,405千円    貸借対照表計上額          42,405千円 

   時価               6,438,335千円    時価               6,755,921千円 

   差額               6,395,930千円    差額               6,713,516千円 



（税効果会計関係） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異 

（持分法損益等） 

 第13期 （自 平成15年７月１日 至 平成16年６月30日） 

  該当事項はありません。 

 第14期 （自 平成16年７月１日 至 平成17年６月30日） 

  該当事項はありません。 

前事業年度 
（平成16年６月30日） 

当事業年度 
（平成17年６月30日） 

                    （千円）                     （千円） 

 繰延税金資産  繰延税金資産 

  繰越欠損金              1,867   繰越欠損金              9,020 

 繰延税金資産小計  繰延税金資産小計 

  評価性引当額            △1,867   評価性引当額            △9,020 

 繰延税金資産合計              －  繰延税金資産合計              － 

 繰延税金負債合計                           －  繰延税金負債合計                           － 

 繰延税金資産の純額             －  繰延税金資産の純額             － 

 （平成16年６月30日現在） （平成17年６月30日現在） 

法定実効税率 

（調整） 

受取配当等永久に益金に算入されない項目 

住民税均等割等 

留保金課税 

評価性引当金 

その他 

税効果会計適用後法人税等の負担率 

41.5％

  

△26.0％

0.4％

5.0％

△15.5％

1.0％

6.4％

41.5％

  

△111.8％

1.8％

－％

70.2％

0.1％

1.8％



【関連当事者との取引】 

前事業年度（自平成15年７月１日 至平成16年６月30日） 

（1）役員及び個人主要株主等 

（2）子会社等 

（注）１．取引条件の決定方針等 

  ①一般的取引条件と同様に決定しております。但し、借入金の利息については支払わないこととしております。

  ②上記の建物の賃貸に係る取引金額には、消費税等は含まれておりません。 

   ２．㈱クレオの議決権等の所有割合は、間接所有による割合であります。 

当事業年度（自平成16年７月１日 至平成17年６月30日） 

 子会社等 

（注）１．取引条件の決定方針等 

  ①一般的取引条件と同様に決定しております。 

  ②上記取引金額には、消費税等は含まれておりません。 

   ２．㈱クレオの議決権等の所有割合は、間接所有による割合であります。 

属性 
会社等の
名称 

住所 
資本金又
は出資金 
(千円) 

事業の内容
又は職業 

議決権等の
所有（被所
有）割合 
（％） 

関係内容 
取引の内
容 

取引金額 
(千円) 

科目 
期末残高 
(千円) 役員の

兼任等 
事業上
の関係 

役員、主要

株主（個

人） 

片山直之 － － 

 ㈱サンマ

ルク代表取

締役社長 

 (被所有) 

 直接100.0 
－ －

借入金の

返済 
70,000  借入金 － 

属性 
会社等の
名称 

住所 
資本金又
は出資金 
(千円) 

事業の内容
又は職業 

議決権等の
所有（被所
有）割合 
（％） 

関係内容 
取引の内
容 

取引金額 
(千円) 

科目 
期末残高 
(千円) 役員の

兼任等 
事業上
の関係 

関連会社 ㈱クレオ 
東京都 

千代田区 
15,000 

 有価証券

の売買、保

有及び運用 

 (所有) 

 間接100.0 

役員１

名 

建物の

賃貸 

建物の賃

貸料 
4,200 － － 

属性 
会社等の
名称 

住所 
資本金又
は出資金 
(千円) 

事業の内容
又は職業 

議決権等の
所有（被所
有）割合 
（％） 

関係内容 
取引の内
容 

取引金額 
(千円) 

科目 
期末残高 
(千円) 役員の

兼任等 
事業上
の関係 

関連会社 ㈱クレオ 
岡山県 

岡山市 
15,000 

 有価証券

の売買、保

有及び運用 

 (所有) 

 間接100.0 

役員１

名 

建物の

賃貸 

建物の賃

貸料 
1,925 未収入金 525 



（１株当たり情報） 

 （注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

２．１株当たり当期純利益又は当期純損失の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

前事業年度 
（自 平成15年７月１日 
至 平成16年６月30日） 

当事業年度 
（自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日） 

１株当たり純資産額 198,575円81銭

１株当たり当期純利益 39,072円20銭

潜在株式調整後１株当たり当期純

利益 
  －

１株当たり純資産額 197,523円52銭

１株当たり当期純損失 1,052円29銭

潜在株式調整後１株当たり当期純

利益 
  －

 
前事業年度 

(自 平成15年７月１日 
至 平成16年６月30日) 

当事業年度 
(自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日) 

当期純利益（千円） 41,509 9,989 

普通株主に帰属しない金額（千円） 4,000 11,000 

（うち利益処分による役員賞与） (4,000) (11,000) 

普通株式に係る当期純利益（△は当期純

損失）（千円） 
37,509 △1,010 

普通株式の期中平均株式数（株） 960 960 



（重要な後発事象） 

 第13期（自 平成15年７月１日 至 平成16年６月30日） 

  該当事項はありません。 

 第14期 （自 平成16年７月１日 至 平成17年６月30日） 

当事業年度 
（自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日） 

 １．株式分割 

 当社は平成17年９月14日開催の取締役会において、株 

式分割による新株式を発行する決議をいたしました。 

 当該内容については、下記のとおりであります。 

（1）平成17年９月30日付をもって平成17年９月30日最終 

  の株主名簿及び実質株主名簿に記載された株主の所有 

  株式数を１株につき960分の1,443,573株の割合をもっ 

  て分割する。   

（2）分割により増加する株式数 

   普通株式とし、平成17年９月30日最終の発行済株式 

  総数に960分の1,442,613株の割合を乗じた株式数とす 

  る。 

（3）配当起算日 平成17年７月１日 

   前期首に当該株式分割が行われたと仮定した場合に

  おける（１株当たり情報）の各数値はそれぞれ以下の 

  とおりであります。 

 （前事業年度） 

   １株当たり純資産額        132円06銭 

   １株当たり当期純利益        25円98銭 

 （当事業年度） 

   １株当たり純資産額        131円36銭 

   １株当たり当期純損失          70銭 

  なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額に 

  ついては、潜在株式が存在しないため記載しており 

  ません。 

 ２．株式会社サンマルクとの株式交換 

 当社と株式会社サンマルクは、株式会社サンマルクが

行っているレストラン及びベーカリーショップ等の経営

並びにフランチャイズチェーンシステムによるレストラ

ン及びベーカリーショップ等の経営に関して中長期的な

視野に立った最適な経営管理体制を構築し、長期安定的

成長を図ることを目的として、平成17年10月20日の両社

取締役会決議を経て、株式会社サンマルクが当社の完全

子会社となる株式交換契約を締結し、同年11月24日開催

の臨時株主総会において、同株式交換契約書の承認を受

けました。 

 なお、株式会社サンマルクにおきましても、同年11月

24日開催の定時株主総会において同株式交換契約書の承

認を受けております。 

 



当事業年度 
（自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日） 

（1）株式交換契約の概要   

①株式交換の内容 

 当社は株式会社サンマルクと商法第352条ないし第

363条に定める方法により株式交換を行います。   

②株式交換の日  平成18年１月１日   

③株式交換に際して発行する株式及び割当 

 1）当社は株式交換に際して、普通株式9,945,112株

を発行し、株式交換の日の前日の最終の株式会社サン

マルクの株主名簿（実質株主名簿を含む。）に記載さ

れた株主（実質株主を含む。）に対し、その所有する

株式会社サンマルクの普通株式１株につき当社の普通

株式１株の割合をもって割当交付します。ただし、株

式交換の日の前日において当社が所有する株式会社サ

ンマルクの普通株式1,443,573株については、当社は

普通株式を割当交付しないものとします。 

 2）前項の定めにより発行する普通株式に対する利

益配当金は、当社の第15期営業年度の期首である平成

17年７月１日から起算します。   

④増加すべき資本金及び資本準備金の額 

 当社が、株式交換により増加すべき資本金は

452,000,000円であり、増加する資本準備金の額は、

商法288条ノ２第１項第２号に規定する超過額としま

す。   

（2）株式会社サンマルクの概要 

   代表者 代表取締役社長 片山 直之 

   資本金 17億31百万円（平成17年９月30日現在） 

   住 所 岡山県岡山市平田173番地104 

①主な事業内容 

 レストラン及びベーカリーショップ等の経営並びに

フランチャイズチェーンシステムによるレストラン及

びベーカリーショップ等の経営   

②売上高及び中間純利益 

（平成18年３月中間期） 

 売上高    102億41百万円 

 中間純利益   11億97百万円   

③資産、負債の状況 

（平成17年９月30日現在） 

 資産合計   185億64百万円 

 負債合計    27億11百万円 

 資本合計   158億53百万円   

 ３．商号変更 

 平成17年11月24日開催の当社臨時株主総会において

同日をもって株式会社サンマルクホールディングスに

商号変更しております  

 ４．東京証券取引所に株式上場 

 当社株式は平成18年１月１日に東京証券取引所に上

場しております。なお、東京証券取引所に上場してい

た完全子会社となる株式会社サンマルクは平成17年12

月27日に上場廃止しております。  

 



当事業年度 
（自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日） 

 ５．会社分割 

 当社は、平成18年1月10日開催の取締役会において

平成18年3月1日をもって、当社子会社である株式会社

サンマルクから管理機能、店舗開発機能、業態・商品

開発機能等を承継する人的吸収分割を行うことを決議

し、同日付けで同社との分割契約書を締結いたしまし

た。 

 なお、株式会社サンマルクにおきましても、平成18

年1月10日開催の取締役会において、同分割契約書の

締結について決議しております。 

 会社分割の概要は次のとおりであります。 

 (1)会社分割の目的 

  平成18年3月1日を分割期日として当社子会社であ 

 る株式会社サンマルクを業態や機能に従って再編 

 し、管理機能、店舗機能、業態・商品開発機能、教 

 育機能等を持株会社となった当社に人的吸収分割す 

 るとともに、カフェ事業を除くベーカリーレストラ 

 ン事業、回転ずし事業、パスタ事業を人的新設分割 

 によって業態別に分社化するものであります。 

  この会社分割の結果、業態別の事業部門を分社化 

 するとともに全事業部門に共通するインフラ機能は 

 当社に集約するなど、責任と権限の所在をより明確 

 化し、当社グループ内における最適な機能の分権と 

 集権を実現することで今後のグループ全体の継続的 

 な成長をはかるものであります。 

 （2）分割会社の概要 

  分割会社である株式会社サンマルクの概要は、前 

 記２．株式会社サンマルクとの株式交換（2）株式 

 会社サンマルクの概要に記載のとおりであります。 

 （3）会社分割の内容 

  ①新設分割 

   株式会社サンマルクは、人的新設分割方式によ 

  りベーカリーレストラン事業を新設する株式会社 

  サンマルク（フルコース料理主体）及び株式会社 

  バケット（単品料理主体）に、回転ずし事業を株 

  式会社函館市場に、パスタ事業を株式会社鎌倉パ 

  スタにそれぞれ承継します。現在の株式会社は株 

  式会社サンマルクカフェに商号変更のうえカフェ 

  事業を行います。 

  ②吸収分割 

   持株会社である当社は、株式会社サンマルクよ 

  り、グループの管理機能、店舗開発機能、業態・ 

  商品開発機能、教育機能等を移管・集約するため 

  当該事業を人的吸収分割方式により承継いたしま 

  す。 

  ③会社分割の時期 

   平成18年3月1日 

 （注）吸収分割は、商法第374条ノ23第1項に規定す 

    る簡易吸収分割であり、承継会社である当社 

    においては、会社分割に関する株主総会の承 

    認を得ることなく行うものであります。 



⑥【附属明細表】 

【有形固定資産等明細表】 

（注）１．当期増加額は以下のとおりであります。 

            車両及び運搬具    営業用車両 １台      6,954千円 

   ２．当期減少額は以下のとおりであります。 

      建物         営業用建物        65,763千円 

      車両及び運搬具    営業用車両 １台     10,477千円 

          土地         営業用建物に係る土地   21,711千円 

【資本金等明細表】 

 （注）当期増加額は、前期決算の利益処分によるものであります。 

資産の種類 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 
（千円） 

当期償却額 
（千円） 

差引当期末残
高（千円） 

有形固定資産               

建物 65,763 － 65,763 － － 651 － 

車両及び運搬具 18,887 6,954 10,477 15,363 5,053 4,958 10,310 

 工具・器具及び備品 2,104 － － 2,104 1,904 66 200 

 土地 21,711 － 21,711 － － － － 

有形固定資産計 108,466 6,954 97,952 17,468 6,957 5,676 10,510 

無形固定資産 － － － － － － － 

無形固定資産計 － － － － － － － 

長期前払費用 107 38 120 25 － － 25 

繰延資産 － － － － － － － 

繰延資産計 － － － － － － － 

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

資本金（千円） 48,000 － － 48,000 

資本金のうち

既発行株式 

普通株式 （株） (960) － － (960) 

普通株式 （千円） 48,000 － － 48,000 

計 （株） (960) － － (960) 

計 （千円） 48,000 － － 48,000 

利益準備金及

び任意積立金 

（利益準備金）（注） （千円） 1,000 1,000 － 2,000 

（任意積立金）      

別途積立金 （注） （千円） 40,000 5,000 － 45,000 

計 （千円） 41,000 6,000 － 47,000 



(2）【主な資産及び負債の内容】 

① 流動資産 

 （イ）現金及び預金 

② 固定資産 

(ロ）関係会社株式 

区分 金額（千円） 

現金 － 

預金   

普通預金 143,938 

小計 143,938 

合計 143,938 

区分 金額（千円） 

㈱サンマルク 42,405 

合計 42,405 



(3）【その他】 

株式交換により完全子会社となった株式会社サンマルクの最近２連結会計年度の連結財務諸表 

（1）連結財務諸表 

①連結貸借対照表 

  
前連結会計年度 

（平成16年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）        

Ⅰ 流動資産        

１．現金及び預金   5,104,180   5,279,959  

２．売掛金   724,417   884,834  

３．たな卸資産   51,277   69,974  

４．繰延税金資産   95,762   110,952  

５．その他   202,973   262,150  

貸倒引当金   △14,167   △14,555  

流動資産合計   6,164,442 39.7  6,593,315 36.7 

Ⅱ 固定資産        

１．有形固定資産        

(1）建物及び構築物  4,101,283   5,647,071   

減価償却累計額  934,582 3,166,701  1,149,709 4,497,361  

(2）機械装置及び運搬具  10,971   10,971   

減価償却累計額  2,351 8,620  5,325 5,645  

(3）工具・器具及び備品  565,673   520,677   

減価償却累計額  433,600 132,074  415,707 104,969  

(4）土地   2,120,510   2,128,510  

(5）建設仮勘定   25,070   3,919  

有形固定資産合計   5,452,977 35.1  6,740,407 37.5 

２．無形固定資産        

(1）連結調整勘定   71,924   51,374  

(2）その他   57,077   55,568  

無形固定資産合計   129,001 0.8  106,942 0.6 

３．投資その他の資産        

(1）投資有価証券   230,125   371,124  

(2）長期貸付金   9,943   －  

(3）繰延税金資産   44,163   9,864  

(4）敷金・保証金   2,926,438   3,599,341  

(5）その他   588,111   551,971  

貸倒引当金   △12   －  

投資その他の資産合計   3,798,769 24.4  4,532,302 25.2 

固定資産合計   9,380,748 60.3  11,379,652 63.3 

資産合計   15,545,191 100.0  17,972,967 100.0 

        

 



  
前連結会計年度 

（平成16年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）        

Ⅰ 流動負債        

１．買掛金   577,917   701,590  

２．未払金   707,531   820,300  

３．未払法人税等   803,960   996,859  

４．賞与引当金   24,179   25,434  

５．その他   188,725   197,720  

流動負債合計   2,302,315 14.8  2,741,905 15.3 

Ⅱ 固定負債        

１．繰延税金負債   －   19,794  

２．退職給付引当金   25,767   32,554  

３．役員退職慰労引当金   54,981   62,974  

４．その他   78,817   67,600  

固定負債合計   159,565 1.0  182,922 1.0 

負債合計   2,461,880 15.8  2,924,828 16.3 

        

（資本の部）        

Ⅰ 資本金 ※１  1,731,177 11.1  1,731,177 9.6 

Ⅱ 資本剰余金   3,033,205 19.5  3,033,205 16.9 

Ⅲ 利益剰余金   8,870,254 57.1  10,671,409 59.4 

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

  16,053 0.1  110,098 0.6 

Ⅴ 自己株式 ※２  △567,381 △3.6  △497,751 △2.8 

資本合計   13,083,310 84.2  15,048,139 83.7 

負債・資本合計   15,545,191 100.0  17,972,967 100.0 

        



②連結損益計算書 

  
前連結会計年度 

（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高   16,033,020 100.0  19,938,242 100.0 

Ⅱ 売上原価   4,729,361 29.5  5,619,389 28.2 

売上総利益   11,303,658 70.5  14,318,852 71.8 

Ⅲ 販売費及び一般管理費        

１．広告宣伝費  210,326   274,791   

２．貸倒引当金繰入額  －   375   

３．役員報酬  125,454   129,425   

４．給与賞与  3,020,087   3,808,443   

５．賞与引当金繰入額  19,124   27,269   

６．退職給付費用  7,387   8,984   

７．役員退職慰労引当金繰
入額 

 5,844   7,993   

８．福利厚生費  182,722   218,029   

９．採用教育費  52,900   116,093   

10．旅費交通費  92,524   103,397   

11．通信費  60,522   65,146   

12．水道光熱費  485,151   638,772   

13．消耗品費  759,624   1,066,272   

14．租税公課  55,720   111,956   

15．賃借料  1,790,190   2,510,733   

16．修繕維持費  53,549   64,618   

17．減価償却費  369,227   445,618   

18．連結調整勘定償却額  20,549   20,549   

19．その他  448,616 7,759,524 48.4 523,595 10,142,066 50.9 

営業利益   3,544,133 22.1  4,176,786 20.9 

Ⅳ 営業外収益        

１．受取利息  20,604   16,136   

２．受取配当金  7,409   3,155   

３．受取賃貸料  64,201   66,286   

４．投資有価証券売却益  33,392   －   

５．その他  10,970 136,578 0.9 14,806 100,384 0.5 

Ⅴ 営業外費用        

１．支払賃借料  118,269   132,510   

２. 新株発行費  16,019   －   

３. 為替差損  37,446   －   

４．その他  108 171,843 1.1 15,574 148,084 0.7 

経常利益   3,508,868 21.9  4,129,086 20.7 

 



  
前連結会計年度 

（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅵ 特別利益        

１．貸倒引当金戻入益  884   －   

２．固定資産売却益 ※１ －   801   

３．投資有価証券売却益  －   15,000   

４．賃貸契約解約益   － 884 0.0 20,400 36,201 0.2 

Ⅶ 特別損失        

 １．固定資産売却損 ※２ 160   －   

２．固定資産除却損 ※３ 294,081   282,639   

３. 投資有価証券評価損   1,821   22,560   

４．出資金評価損  8,675   －   

５. その他   － 304,738 1.9 27,270 332,471 1.7 

税金等調整前当期純利益   3,205,014 20.0  3,832,816 19.2 

法人税、住民税及び事業
税 

 1,407,000   1,639,000   

法人税等調整額  △28,248 1,378,751 8.6 △24,845 1,614,154 8.1 

当期純利益   1,826,262 11.4  2,218,661 11.1 

        



③連結剰余金計算書 

  
前連結会計年度 

（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

（資本剰余金の部）      

Ⅰ 資本剰余金期首残高   1,927,940  3,033,205

Ⅱ 資本剰余金増加高       

   増資による新株の発行  1,105,265 1,105,265 － －

Ⅲ 資本剰余金期末残高   3,033,205  3,033,205 

      

（利益剰余金の部）      

Ⅰ 利益剰余金期首残高   7,383,579  8,870,254

Ⅱ 利益剰余金増加高      

１．当期純利益  1,826,262 1,826,262 2,218,661 2,218,661 

Ⅲ 利益剰余金減少高      

１．配当金  312,587  381,896  

２．役員賞与  27,000  31,000  

３．自己株式処分差損  － 339,587 4,610 417,506 

Ⅳ 利益剰余金期末残高   8,870,254  10,671,409 

      



④連結キャッシュ・フロー計算書 

  
前連結会計年度 

（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

   

税金等調整前当期純利
益 

 3,205,014 3,832,816 

減価償却費  369,227 445,618 

新株発行費償却額  16,019 － 

連結調整勘定償却額  20,549 20,549 

出資金評価損  8,675 － 

賞与引当金の増加額  2,724 1,255 

退職給付引当金の増加
額 

 3,925 6,787 

役員退職慰労引当金の
増加（△減少）額 

 △1,452 7,993 

貸倒引当金の増加（△
減少）額 

 △884 375 

受取利息及び受取配当
金 

 △28,014 △19,291 

投資有価証券売却益  △33,392 △15,000 

投資有価証券評価損  1,821 22,560 

固定資産売却益  － △801 

賃貸契約解約益  － △20,400 

固定資産除却損  294,081 282,639 

固定資産売却損  160 － 

売上債権の増加額  △70,543 △160,417 

たな卸資産の増加額  △2,978 △18,697 

仕入債務の増加額  47,385 123,672 

未払金の増加額  101,435 97,443 

役員賞与の支払額  △27,000 △31,000 

その他  146,647 △19,078 

小計  4,053,403 4,557,026 

利息及び配当金の受取
額 

 9,239 4,135 

法人税等の支払額  △1,315,565 △1,446,101 

営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 2,747,078 3,115,060 

 



  
前連結会計年度 

（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

   

定期預金の払い戻しに
よる収入 

 12,500 － 

投資有価証券の取得に
よる支出 

 － △855 

投資有価証券の売却に
よる収入 

 55,079 65,000 

有形固定資産の取得に
よる支出 

 △1,535,782 △1,868,768 

有形固定資産の売却に
よる収入 

 35,141 2,728 

無形固定資産の取得に
よる支出 

 △16,096 △12,699 

その他の投資取得によ
る支出 

 △922,993 △929,235 

その他の投資減少によ
る収入 

 140,994 111,664 

貸付による支出  △1,488 － 

貸付金の回収による収
入 

 52,825 10,299 

その他  1,008 － 

投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 △2,178,812 △2,621,865 

Ⅲ 財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

   

株式の発行による収入  2,195,315 － 

自己株式取得による支
出 

 △10,437 △17,858 

自己株式売却による収
入 

 － 82,876 

配当金の支払額  △311,488 △378,044 

財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 1,873,388 △313,025 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係
る換算差額 

 △37,446 △4,390 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増
加額 

 2,404,208 175,779 

Ⅵ 現金及び現金同等物期首
残高 

 2,699,971 5,104,180 

Ⅶ 現金及び現金同等物期末
残高 

 5,104,180 5,279,959 

    



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 

前連結会計年度 

（自 平成15年４月１日 

至 平成16年３月31日） 

当連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項   連結子会社は㈱プライム・タイムの１社

であります。 

       同  左 

２．持分法の適用に関する事

項 

 該当事項はありません。        同  左 

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項 

 連結子会社（㈱プライム・タイム）の

決算日は、２月末日であります。 

 連結財務諸表の作成に当たっては、決

算日現在の財務諸表を使用しておりま

す。ただし、連結決算日までの期間に発

生した重要な取引については、連結上必

要な調整を行っております。 

        同  左 

４．会計処理基準に関する事

項 

  

(1）重要な資産の評価基準

及び評価方法 

①有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

連結決算日の市場価格等に基づく

時価法（評価差額は全部資本直入

法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定） 

 ①有価証券 

  その他有価証券 

   時価のあるもの 

         同  左 

 時価のないもの 

移動平均法による原価法 

   時価のないもの 

          同  左 

 ②たな卸資産 

先入先出法による原価法 

 ②たな卸資産 

          同  左 

(2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

①有形固定資産 

当社及び連結子会社は定率法（ただ

し、平成10年４月１日以降に取得した

建物（建物附属設備を除く）について

は定額法）によっております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりで

あります。 

建物及び構築物     ７～43年 

工具・器具及び備品   ２～20年 

 ①有形固定資産 

           同  左 

 ②無形固定資産 

当社及び連結子会社は定額法によって

おります。 

ただし、自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法によっており

ます。 

 ②無形固定資産 

           同  左 

 ③長期前払費用 

当社及び連結子会社は定額法によって

おります。 

 ③長期前払費用 

           同  左 

 



項目 

前連結会計年度 

（自 平成15年４月１日 

至 平成16年３月31日） 

当連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日） 

(3）繰延資産の処理方法  新株発行費 

 支出時に全額費用として計上しておりま

す。 

───── 

   （追加情報） 

 平成15年12月4日付にて、発行価額

2,747円、引受証券会社の引受価額

2,747円、発行価格2,895円として、有

償一般募集により、新株式700,000株の

発行を行いました。 

 本発行に係る引受契約においては、

発行価格の総額と引受価額の総額との

差額103,600千円は引受証券会社の手取

金とし、引受手数料は支払われないこ

ととされております。従って、新株発

行費用には、本発行に係る引受手数料

は含まれておりません。よって引受証

券会社が発行価格で引受を行い、これ

を一般投資家に販売する買取引受契約

に比べ、新株発行費と資本金及び資本

準備金の合計額とが、それぞれ103,600

千円少なく計上され、経常利益及び税

引前当期純利益は、それぞれ同額多く

計上されております。又、引受価額の

うち1,374円は資本金に、1,373円は資

本準備金に組み入れております。 

───── 

(4）重要な引当金の計上基

準 

①貸倒引当金 

当社及び連結子会社は債権の貸倒れに

よる損失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別に回収

可能性を勘案し、回収不能見込額を計

上しております。 

 ①貸倒引当金 

            同  左 

 ②賞与引当金 

当社及び連結子会社は従業員の賞与の

支給に備えるため、当連結会計期間に

負担すべき支給見込額を計上しており

ます。 

 ②賞与引当金 

            同  左 

 ③退職給付引当金 

当社及び連結子会社は従業員の退職給

付に備えるため、当連結会計年度末に

おける退職給付債務の見込額に基づ

き、当連結会計期間末において発生し

ていると認められる額を計上しており

ます。 

 ③退職給付引当金 

             同  左 

 ④役員退職慰労引当金 

当社及び連結子会社は役員の退職慰労

金の支給に備えるため、内規に基づく

期末要支給額を計上しております。 

 ④役員退職慰労引当金 

             同  左 

 



項目 

前連結会計年度 

（自 平成15年４月１日 

至 平成16年３月31日） 

当連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日） 

(5）重要なリース取引の処

理方法 

当社及び連結子会社は、リース物件の所

有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準

じた会計処理によっております。 

              同  左 

(6）その他連結財務諸表作

成のための基本となる

重要な事項 

消費税等の会計処理は、税抜方式によっ

ております。 

              同  左 

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

連結子会社の資産及び負債の評価方法

は、全面時価評価法を採用しておりま

す。 

               同  左 

６．連結調整勘定の償却に関

する事項 

連結調整勘定は、５年間で均等償却する

こととしております。 

               同  左 

７．利益処分項目等の取扱い

に関する事項 

連結剰余金計算書は、連結会社の利益処

分について、当連結会計年度中に確定し

た利益処分に基づいております。 

               同  左 

８．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲 

手許現金、随時引出し可能な現金及び容

易に換金可能であり、かつ、価値の変動

について僅少なリスクしか負わない取得

日から３ヶ月以内に償還期限の到来する

短期投資からなっております。 

               同  左 



表示方法の変更 

第16期 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

第17期 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

───── （貸借対照表） 

 平成16年の証券取引法の改正により、従来、投資その

他の資産の「出資金」に含めて表示しておりました投資

事業組合への出資は、当期より「投資有価証券」に含め

て表示しております。 

 なお、当期末の「投資有価証券」に含まれる投資事業

組合への出資の金額は、47,886千円、前期末の「出資

金」に含まれる投資事業組合への出資の金額は56,324千

円であります。 

───── （損益計算書） 

 投資事業組合への出資に係る評価損は、前期まで「出

資金評価損」に計上しておりましたが、当期の評価損

7,024千円につきましては、「投資有価証券評価損」に含

めて計上しております。 



注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

（連結損益計算書関係） 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前連結会計年度 
（平成16年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成17年３月31日） 

※１．会社の発行済株式の総数 普通株式 11,388,685株 

※２．会社の自己株式の数 普通株式 166,371株 

※１．会社の発行済株式の総数 普通株式 11,388,685株 

※２．会社の自己株式の数 普通株式 144,974株 

前連結会計年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※１．       ───── 

※２．固定資産売却損の内訳 

     

工具・器具及び備品 160千円 

※１．固定資産売却益の内訳 

※２．       ───── 

工具・器具及び備品 801千円 

※３．固定資産除却損の内訳 

建物及び構築物 270,274千円 

工具・器具及び備品 6,375千円 

敷金・保証金 16,500千円 

その他 931千円 

※３．固定資産除却損の内訳 

建物及び構築物 211,818千円 

工具・器具及び備品 4,461千円 

敷金・保証金 60,000千円 

その他 6,360千円 

前連結会計年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

（平成16年３月31日現在） （平成17年３月31日現在） 

 千円

現金及び預金勘定 5,104,180 

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 － 

現金及び現金同等物 5,104,180 

 千円

現金及び預金勘定 5,279,959 

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 － 

現金及び現金同等物 5,279,959 

  



（リース取引関係） 

前連結会計年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

 
取得価額相
当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額 
（千円） 

期末残高相
当額 
（千円） 

工具・器具及
び備品 

1,127,731 346,402 781,328 

 
取得価額相
当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額 
（千円） 

期末残高相
当額 
（千円） 

工具・器具及
び備品 

2,021,336 636,507 1,384,828 

(2）未経過リース料期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額 

１年内 213,004千円 

１年超 575,765千円 

合計 788,769千円 

１年内 400,799千円 

１年超 996,393千円 

合計 1,397,192千円 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

支払リース料 190,754千円 

減価償却費相当額 182,879千円 

支払利息相当額 11,251千円 

支払リース料 357,625千円 

減価償却費相当額 343,404千円 

支払利息相当額 19,272千円 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

   同  左 

(5）利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。 

(5）利息相当額の算定方法 

   同  左 



（有価証券関係） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

   （注）前連結会計年度減損処理1,821千円を行っております。 

２．前連結会計年度及び当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

３．時価評価されていない有価証券 

   （注）当連結会計年度減損処理15,536千円を行っております。 

（デリバティブ取引関係） 

前連結会計年度（自 平成15年４月１日 至 平成16年３月31日） 

 当社グループは、デリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。 

当連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 当社グループは、デリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。 

次へ  

 種類 

前連結会計年度（平成16年３月31日） 当連結会計年度（平成17年３月31日） 

取得原価 
（千円） 

連結貸借対照
表計上額 
（千円） 

差額（千円） 
取得原価 
（千円） 

連結貸借対照
表計上額 
（千円） 

差額（千円） 

連結貸借対照表計

上額が取得原価を

超えるもの 

(1）株式 58,911 85,854 26,943 113,189 297,961 184,771 

(2）債券       

国債・地方債等 － － － － － － 

小計 58,911 85,854 26,943 113,189 297,961 184,771 

連結貸借対照表計

上額が取得原価を

超えないもの 

(1）株式 4,298 4,290 △7 855 812 △42 

(2）その他 － － － － － － 

小計 4,298 4,290 △7 855 812 △42 

合計 63,209 90,145 26,935 114,044 298,773 184,729 

前連結会計年度 
（自 平成15年４月１日 至 平成16年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

売却額（千円） 
売却益の合計 
（千円） 

売却損の合計 
（千円） 

売却額（千円） 
売却益の合計 
（千円） 

売却損の合計 
（千円） 

55,079 36,234 2,841 65,000 15,000 － 

 
前連結会計年度（平成16年３月31日） 当連結会計年度（平成17年３月31日） 

連結貸借対照表計上額（千円） 連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券   

非上場株式（店頭売買株式を除

く） 
139,980 24,463 

投資事業組合への出資 － 47,886 

合計 139,980 72,350 



（退職給付関係） 

１．採用している退職給付制度の概要 

 当社グループは、確定給付型の制度として退職一時金制度を採用しております。 

２．退職給付債務に関する事項 

 （注） 当社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しており、期末自己都合要支給額全額を退職給付債務と

しております。 

３．退職給付費用に関する事項 

 
前連結会計年度 

（平成16年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成17年３月31日） 

(1）退職給付債務（千円） 25,767 32,554 

(2）退職給付引当金（千円） 25,767 32,554 

 
前連結会計年度 

（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

勤務費用（千円） 7,387 8,984 



（税効果会計関係） 

(1）繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

(2）法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異の原因となった主な項目別の内訳 

 
前連結会計年度 

（平成16年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成17年３月31日） 

繰延税金資産 

未払事業税 

貸倒引当金損金算入限度超過額 

退職給付引当金超過額 

役員退職慰労引当金損金算入限度超過額 

少額減価償却資産 

減価償却超過額 

その他 

繰延税金資産計 

繰延税金負債 

その他有価証券評価差額金 

繰延税金負債計 

繰延税金資産の純額 

（千円）

66,889 

5,670 

9,723 

22,224 

24,460 

－ 

21,839 

150,807 

 

10,882 

10,882 

139,925 

（千円）

75,997 

5,882 

12,846 

25,462 

20,083 

7,176 

28,205 

175,652 

 

74,630 

74,630 

101,022 

 （平成16年３月31日現在） （平成17年３月31日現在） 

法定実効税率 

（調整） 

交際費等永久に損金に算入されない項目 

受取配当等永久に益金に算入されない項目 

住民税均等割等 

その他 

税効果会計適用後法人税等の負担率 

41.7％

  

0.1％

△0.2％

1.1％

0.3％

43.0％

40.6％

  

0.1％

△0.0％

1.2％

0.2％

42.1％



（セグメント情報） 

 事業の種類別セグメント情報 

前連結会計年度（自 平成15年４月１日 至 平成16年３月31日） 

 当社グループは、外食事業を行っており、当該事業以外に事業の種類がないため該当事項はありません。 

当連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 当社グループは、外食事業を行っており、当該事業以外に事業の種類がないため該当事項はありません。 

 所在地別セグメント情報 

前連結会計年度（自 平成15年４月１日 至 平成16年３月31日） 

 当連結会計年度において、本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該

当事項はありません。 

当連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 当連結会計年度において、本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該

当事項はありません。 

 海外売上高 

前連結会計年度（自 平成15年４月１日 至 平成16年３月31日） 

 当連結会計年度において、海外売上高がないため、該当事項はありません。 

当連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 当連結会計年度において、海外売上高がないため、該当事項はありません。 



関連当事者との取引 

前連結会計年度（自 平成15年４月１日 至 平成16年３月31日） 

役員及び個人主要株主等 

 ※１．当社の主要株主、新谷知子・中川佳子・平部一美共有株主代表者新谷知子及びその近親者が75.0％所有 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

(1）ケーキ・進物商品の仕入については、一般的取引条件と同様に決定しております。 

(2）上記取引金額には、消費税等は含まれておりません。 

 （注）当社の主要株主、新谷知子・中川佳子・平部一美共有株主代表者新谷知子は、平成15年12月4日付、当社新株式

発行（700,000株）に伴い当社主要株主に該当しないこととなりましたので、㈱ファクトリーサンマルクは同日

をもって関連当事者ではなくなっており、同社との取引金額は平成15年4月から平成15年12月までの金額を記載

しております。また、期末残高については、平成15年12月4日時点での残高を記載しております。 

当連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 該当事項はありません。 

属性 会社等の名称 住所 
資本金 
（千円） 

事業の
内容 

議決権等
の被所有
割合 

関係内容 
取引の
内容 

取引金額 
（千円） 

科目 
期末残高 
（千円） 役員の 

兼任等 
事業上 
の関係 

主要株主

（個人）及

びその近親

者が議決権

の過半数を

所有してい

る会社等 

㈱ファクトリ

ー 

サンマルク 

(注） 

岡山県

邑久郡

邑久町 

10,000 

ケーキ・

菓子製造

販売 

※ １ なし 

ケーキ・

進物商品

の仕入先 

営業取引 

(注） 
785 

買掛金 

(注） 
48 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりでありま

す。 

（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 

前連結会計年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１株当たり純資産額 1,163円07銭

１株当たり当期純利益 167円98銭

潜在株式調整後１株当たり当期純

利益 
167円92銭

１株当たり純資産額 1,335円25銭

１株当たり当期純利益 194円24銭

潜在株式調整後１株当たり当期純

利益 
193円89銭

 
前連結会計年度 

(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１株当たり当期純利益   

当期純利益（千円） 1,826,262 2,218,661 

普通株主に帰属しない金額（千円） 31,000 35,000 

（うち利益処分による役員賞与） (31,000) (35,000) 

普通株式に係る当期純利益（千円） 1,795,262 2,183,661 

期中平均株式数（株） 10,687,117 11,241,876 

    

潜在株式調整後１株当たり当期純利益   

当期純利益調整額（千円） － － 

普通株式増加数（株） 4,221 20,630 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めなか

った潜在株式の概要 

 ①新株予約権２種類（新株予約権 

 の数635個）。 

 ②旧商法第210条ノ２の規定に基 

 づく自己株式28,500株 

  新株予約権１種類（新株予約権 

 の数260個）。 



⑤連結附属明細表 

  社債明細表 

 該当事項はありません。 

  借入金等明細表 

 該当事項はありません。 

（2）その他 

該当事項はありません。 

  



２【最近の財務諸表】 

(1）【貸借対照表】 

  
第10期 

（平成13年６月30日） 
第11期 

（平成14年６月30日） 
第12期 

（平成15年６月30日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）                     

Ⅰ 流動資産                     

１．現金及び預金     13,329     23,348     74,418   

２．有価証券     14,094     12,667     11,176   

３．未収入金     4,892     7,067     5,584   

４．その他     －     511     127   

流動資産合計     32,316 35.0   43,595 39.6   91,306 40.0 

Ⅱ 固定資産                     

(1）有形固定資産                     

１．建物   －     －     65,763     

減価償却累計額   － －   － －   434 65,329   

２．車両及び運搬具   11,076     7,115     10,477     

減価償却累計額   3,239 7,837   2,080 5,034   3,342 7,135   

３．工具・器具及び
備品 

  2,104     2,104     2,104     

減価償却累計額   1,473 631   1,630 473   1,749 355   

４．土地     －     －     21,711   

５．建設仮勘定     8,739     18,034     －   

有形固定資産合計     17,209 18.6   23,542 21.4   94,531 41.4 

           

(2）投資その他の資産                     

１．関係会社株式     42,845     42,845     42,493   

２．出資金     15     15     10   

投資その他の資産
合計 

    42,860 46.4   42,860 39.0   42,503 18.6 

固定資産合計     60,070 65.0   66,403 60.4   137,034 60.0 

資産合計     92,386 100.0   109,999 100.0   228,340 100.0 

           

（負債の部）                     

Ⅰ 流動負債                     

１．未払費用     239     193     27   

２．未払法人税等     179     179     911   

３．預り金     251     275     278   

４．株主もしくは役員 
  からの短期借入金 

    9,218     9,209     70,000   

流動負債合計     9,889 10.7   9,859 9.0   71,217 31.2 

負債合計     9,889 10.7   9,859 9.0   71,217 31.2 

 



  
第10期 

（平成13年６月30日） 
第11期 

（平成14年６月30日） 
第12期 

（平成15年６月30日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資本の部）                     

Ⅰ 資本金 ※１   48,000 52.0   48,000 43.6   －   

Ⅱ その他の剰余金                     

１．任意積立金                     

(1）別途積立金   25,000 25,000   30,000 30,000   － －   

２．当期未処分利益     9,496     22,140     －   

その他の剰余金合
計 

    34,496 37.3   52,140 47.4   －   

資本合計     82,496 89.3   100,140 91.0   －   

負債・資本合計     92,386 100.0   109,999 100.0   －   

Ⅰ 資本金 ※１   －     －     48,000 21.0 

Ⅱ 利益剰余金                     

１．任意積立金                     

(1）別途積立金   － －   － －   35,000 35,000   

２．当期未処分利益     －     －     74,123   

利益剰余金合計     －     －     109,123 47.8 

資本合計     －     －     157,123 68.8 

負債・資本合計     －     －     228,340 100.0 

           



(2）【損益計算書】 

   
第10期 

（自 平成12年７月１日 
至 平成13年６月30日） 

第11期 
（自 平成13年７月１日 
至 平成14年６月30日） 

第12期 
（自 平成14年７月１日 
至 平成15年６月30日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高 
※１、
３  

  23,895 100.0   32,356 100.0   39,631 100.0 

Ⅱ 売上原価     4,649 19.5   7,638 23.6   7,705 19.4 

売上総利益     19,246 80.5   24,718 76.4   31,926 80.6 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

                    

１．役員報酬   3,600     3,600     3,840     

２．給料手当   3,000     210     －     

３．福利厚生費   706     231     269     

４．旅費交通費   831     552     469     

５．消耗品費   11     －     －     

６．租税公課   912     482     804     

７．修繕維持費   667     338     782     

８．減価償却費   4,285     2,446     4,162     

９．その他   213 14,228 59.5 408 8,269 25.6 1,137 11,466 29.0 

営業利益     5,018 21.0   16,448 50.8   20,459 51.6 

Ⅳ 営業外収益                     

１．受取利息   6     2     0     

２．還付所得税   1,525     1,980     －     

３．受取賃貸料   －     －     1,166     

４．その他   19 1,550 6.5 21 2,004 6.2 21 1,188 3.0 

経常利益     6,568 27.5   18,453 57.0   21,647 54.6 

Ⅴ 特別利益                     

１．関係会社株式売却
益 

  1 1 0.0 － － － 42,009 42,009 106.0 

Ⅵ 特別損失                     

１．固定資産売却損 ※２  921     629     43     

２．生命保険解約損   288     －     －     

３．貸倒損失   － 1,209 5.1 － 629 1.9 5 48 0.1 

税引前当期純利益     5,361 22.4   17,823 55.1   63,608 160.5 

法人税、住民税及
び事業税 

    180 0.7   180 0.6   4,625 11.7 

当期純利益     5,181 21.7   17,643 54.5   58,983 148.8 

前期繰越利益     4,315     4,496     15,140   

当期未処分利益     9,496     22,140     74,123   

           



売上原価明細書 

（注）労務費には次のものが含まれております。 

  （第10期）      （第11期）      （第12期） 

役員報酬              4,200         7,200         7,200 

福利厚生費                            449                  438          505 

   
第10期 

（自 平成12年７月１日 
至 平成13年６月30日） 

第11期 
（自 平成13年７月１日 
至 平成14年６月30日） 

第12期 
（自 平成14年７月１日 
至 平成15年６月30日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 労務費 ※  4,649 100.0 7,638 100.0 7,705 100.0 

当期売上原価   4,649 100.0 7,638 100.0 7,705 100.0 



(3）【利益処分計算書】 

  
第10期 

（株主総会承認日 
平成13年８月31日） 

第11期 
（株主総会承認日 
平成14年８月31日） 

第12期 
（株主総会承認日 
平成15年８月31日） 

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 当期未処分利益     9,496   22,140   74,123 

合計     9,496   22,140   74,123 

Ⅱ 利益処分額               

１．利益準備金   －   －   1,000   

２．役員賞与金   －   2,000   4,000   

(うち監査役賞与金)   （－）   （－）   （－）   

３．任意積立金               

(1）別途積立金   5,000 5,000 5,000 7,000 5,000 10,000 

Ⅲ 次期繰越利益     4,496   15,140   64,123 

       



重要な会計方針 

項目 
第10期 

（自 平成12年７月１日 
至 平成13年６月30日） 

第11期 
（自 平成13年７月１日 
至 平成14年６月30日） 

第12期 
（自 平成14年７月１日 
至 平成15年６月30日） 

１．有価証券の評価

基準及び評価方

法 

(1）関連会社株式 

移動平均法による原価法 

(1）関連会社株式 

同左 

(1）関連会社株式 

同左 

 (2）売買目的有価証券 

時価法（売却原価は移動平

均法により算定しておりま

す） 

  

(2）売買目的有価証券 

同左 

(2）売買目的有価証券 

同左 

２．固定資産の減価

償却の方法 

(1）有形固定資産 

定率法（ただし、平成10年

４月１日以降に取得した建

物（建物附属設備を除く）

については定額法）を採用

しております） 

なお、主な耐用年数は以下

のとおりであります。 

  

車両及び運搬具     ６年 

工具・器具及び備品  ８年 

 (1）有形固定資産 

同左 

 (1）有形固定資産 

同左 

  

  

  

  

なお、主な耐用年数は以下

のとおりであります。 

建物         47年 

車両及び運搬具     ６年 

工具・器具及び備品  ８年 

３．その他財務諸表

作成のための基

本となる重要な

事項 

消費税等の会計処理 

 税込方式によっておりま

す。 

消費税等の会計処理 

同左 

(1）消費税等の会計処理 

同左 

  

  

  

  

(2）自己株式及び法定準備金

の取崩等に関する会計基準 

 「自己株式及び法定準備金

の取崩等に関する会計基準」

（企業会計基準第１号）が平

成14年４月１日以後に適用さ

れることになったことに伴

い、当事業年度から同会計基

準によっております。これに

よる当事業年度の損益に与え

る影響はありません。なお、

財務諸表等規則の改正によ

り、当事業年度における貸借

対照表の資本の部について

は、改正後の財務諸表等規則

により作成しております。 

(3）１株当たり当期純利益に

関する会計基準等 

 「１株当たり当期純利益に

関する会計基準」（企業会計

基準第２号）及び「１株当た

り当期純利益に関する会計基

準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第４号）が平成14

年４月１日以後開始する事業

年度に係る財務諸表から適用

されることになったことに伴

い、当事業年度から同会計基

準及び適用指針によっており

ます。なお、これによる影響

については、「１株当たり情

報に関する注記」に記載して

おります。 



注記事項 

（貸借対照表関係） 

（損益計算書関係） 

（リース取引関係） 

 第10期（自 平成12年７月１日 至 平成13年６月30日） 

  該当事項はありません。 

 第11期（自 平成13年７月１日 至 平成14年６月30日） 

  該当事項はありません。 

 第12期（自 平成14年７月１日 至 平成15年６月30日） 

  該当事項はありません。 

第10期 
（平成13年６月30日） 

第11期 
（平成14年６月30日） 

第12期 
（平成15年６月30日） 

※1 会社が発行する株式の総数   

2,400株 

※1 会社が発行する株式の総数   

2,400株 

※1 会社が発行する株式の総数  

普通株式 2,400株 

発行済株式の総数     960株 発行済株式の総数     960株 発行済株式の総数 普通株式 960株 

      

第10期 
（自 平成12年７月１日 
至 平成13年６月30日） 

第11期 
（自 平成13年７月１日 
至 平成14年６月30日） 

第12期 
（自 平成14年７月１日 
至 平成15年６月30日） 

※1 売上高の内訳は次のとおりであ

ります。 

※1 売上高の内訳は次のとおりであ

ります。 

※1 売上高の内訳は次のとおりであ

ります。 

 受取配当金      24,517千円  受取配当金      35,357千円  受取配当金      41,123千円 

 有価証券売買損      814千円  有価証券売買益      308千円  有価証券評価損     1,491千円 

 有価証券評価益      192千円  有価証券評価損     3,309千円   

      

※2 固定資産売却損の内訳は次のと

おりであります。 

※2 固定資産売却損の内訳は次のと

おりであります。 

※2 固定資産売却損の内訳は次のと

おりであります。 

 車両及び運搬具      921千円  車両及び運搬具      629千円  車両及び運搬具       43千円 

      

※3 関係会社との取引に係るものが

次のとおり含まれております。 

※3 関係会社との取引に係るものが

次のとおり含まれております。 

※3 関係会社との取引に係るものが

次のとおり含まれております。 

 受取配当金      24,309千円  受取配当金      35,005千円  受取配当金      40,840千円 

      



（有価証券関係） 

（デリバティブ取引関係） 

 第10期 （自 平成12年７月１日 至 平成13年６月30日） 

  該当事項はありません。 

 第11期 （自 平成13年７月１日 至 平成14年６月30日） 

  該当事項はありません。 

 第12期 （自 平成14年７月１日 至 平成15年６月30日） 

  該当事項はありません。 

（退職給付関係） 

 第10期 （自 平成12年７月１日 至 平成13年６月30日） 

  該当事項はありません。 

 第11期 （自 平成13年７月１日 至 平成14年６月30日） 

  該当事項はありません。 

 第12期 （自 平成14年７月１日 至 平成15年６月30日） 

  該当事項はありません。 

第10期 
（平成13年６月30日） 

第11期 
（平成14年６月30日） 

第12期 
（平成15年６月30日） 

１．売買目的有価証券 １．売買目的有価証券 １．売買目的有価証券 

   貸借対照表計上額    14,094千円    貸借対照表計上額    12,667千円    貸借対照表計上額    11,176千円

    当事業年度の損益に含まれた評価

差額          1,927千円 

    当事業年度の損益に含まれた評価

差額         △3,309千円

    当事業年度の損益に含まれた評価

差額         △1,491千円

      

２．子会社及び関連会社株式で時価の

あるもの 

２．子会社及び関連会社株式で時価の

あるもの 

２．子会社及び関連会社株式で時価の

あるもの 

（1）関連会社株式 （1）関連会社株式 （1）関連会社株式 

   貸借対照表計上額   42,845千円    貸借対照表計上額  42,845千円    貸借対照表計上額   42,493千円

   時価        4,886,219千円    時価        5,207,105千円    時価        4,976,211千円

   差額        4,843,373千円    差額        5,164,259千円    差額        4,933,717千円

      



（税効果会計関係） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異 

（持分法損益等） 

第10期 （自 平成12年７月１日 至 平成13年６月30日） 

  該当事項はありません。 

第11期 （自 平成13年７月１日 至 平成14年６月30日） 

  該当事項はありません。 

第12期 （自 平成14年７月１日 至 平成15年６月30日） 

  該当事項はありません。 

第10期 
（平成13年６月30日） 

第11期 
（平成14年６月30日） 

第12期 
（平成15年６月30日） 

             （千円）              （千円）              （千円） 

 繰延税金資産  繰延税金資産  繰延税金資産 

  繰越欠損金       18,060   繰越欠損金      23,226   繰越欠損金       8,766 

 繰延税金資産小計  繰延税金資産小計  繰延税金資産小計 

  評価性引当額     △18,060   評価性引当額    △23,226   評価性引当額     △8,766 

 繰延税金資産合計       －  繰延税金資産合計       －  繰延税金資産合計       － 

 繰延税金負債合計             －  繰延税金負債合計            －  繰延税金負債合計            － 

  繰延税金資産の純額      －  繰延税金資産の純額     －  繰延税金資産の純額     － 

 
第10期 

（平成13年６月30日現在） 
第11期 

（平成14年６月30日現在） 
第12期 

（平成13年６月30日現在） 

法定実効税率 

（調整） 

受取配当等永久に益金に 

算入されない項目 

住民税均等割等 

過年度還付所得税額 

留保金課税 

評価性引当金 

その他 

税効果会計適用後法人税等

の負担率 

41.5％

  

△151.9％

3.4％

△11.8％

－％

122.2％

－％

3.4％

41.5％

  

△65.9％

1.0％

△4.6％

－％

29.0％

－％

1.0％

41.5％

  

△18.7％

0.3％

－％

5.8％

△22.7％

1.1％

7.3％



【関連当事者との取引】 

第10期（自平成12年７月１日 至平成13年６月30日） 

 役員及び個人主要株主等 

（注）取引条件の決定方針等 

 一般的取引条件と同様に決定しております。但し、利息については支払わないこととしております。 

第11期（自平成13年７月１日 至平成14年６月30日） 

 役員及び個人主要株主等 

（注）取引条件の決定方針等 

 一般的取引条件と同様に決定しております。但し、利息については支払わないこととしております。 

第12期（自平成14年７月１日 至平成15年６月30日） 

（1）役員及び個人主要株主 

（2）子会社等 

（注）１．取引条件の決定方針等 

  ①一般的取引条件と同様に決定しております。但し、借入金の利息については支払わないこととしております。

  ②上記の建物の賃貸に係る取引金額には、消費税等は含まれておりません。 

   ２．㈱クレオの議決権等の所有割合（％）は、間接所有による割合であります。 

属性 
会社等の
名称 

住所 
資本金又
は出資金 
(千円) 

事業の内容
又は職業 

議決権等の
所有（被所
有）割合 
（％） 

関係内容 
取引の内
容 

取引金額 
(千円) 

科目 
期末残高 
(千円) 役員の

兼任等 
事業上
の関係 

役員、主要

株主（個

人） 

片山直之 － － 

 ㈱サンマ

ルク代表取

締役社長 

 (被所有) 

 直接100.0 
－ －

運転資金

の借入 
10,000  借入金 9,218 

属性 
会社等の
名称 

住所 
資本金又
は出資金 
(千円) 

事業の内容
又は職業 

議決権等の
所有（被所
有）割合 
（％） 

関係内容 
取引の内
容 

取引金額 
(千円) 

科目 
期末残高 
(千円) 役員の

兼任等 
事業上
の関係 

役員、主要

株主（個

人） 

片山直之 － － 

 ㈱サンマ

ルク代表取

締役社長 

 (被所有) 

 直接100.0 
－ －

借入金

（運転資

金）の一

部返済 

8  借入金 9,209 

属性 
会社等の
名称 

住所 
資本金又
は出資金 
(千円) 

事業の内容
又は職業 

議決権等の
所有（被所
有）割合 
（％） 

関係内容 
取引の内
容 

取引金額 
(千円) 

科目 
期末残高 
(千円) 役員の

兼任等 
事業上
の関係 

役員、主要

株主（個

人） 

片山直之 － － 

 ㈱サンマ

ルク代表取

締役社長 

 (被所有) 

 直接100.0 
－ －

運転資金

の借入 
70,000  借入金 70,000 

属性 
会社等の
名称 

住所 
資本金又
は出資金 
(千円) 

事業の内容
又は職業 

議決権等の
所有（被所
有）割合 
（％） 

関係内容 
取引の内
容 

取引金額 
(千円) 

科目 
期末残高 
(千円) 役員の

兼任等 
事業上
の関係 

関連会社 ㈱クレオ 
東京都 

千代田区 
15,000 

 有価証券

の売買、保

有及び運用 

 (所有) 

 間接100.0 

代表取

締役 

建物の

賃貸 

建物の賃

貸料 
1,166 未収入金 － 



（１株当たり情報） 

 （注）1.潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。  

    2.１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

 第10期（自 平成12年７月１日 至 平成13年６月30日） 

  該当事項はありません。 

 第11期 （自 平成13年７月１日 至 平成14年６月30日） 

  該当事項はありません。 

 第12期 （自 平成14年７月１日 至 平成15年６月30日） 

  該当事項はありません。 

項目 
第10期 

（自 平成12年７月１日 
至 平成13年６月30日）

第11期 
（自 平成13年７月１日 
至 平成14年６月30日）

第12期 
（自 平成14年７月１日 
至 平成15年６月30日）

１株当たり純資産額  85,934円09銭  104,312円84銭  159,503円61銭 

１株当たり当期純利益  5,397円63銭  18,378円76銭  57,274円10銭 

 潜在株式調整後１株当たり当期

純利益 
 － 

 なお、潜在株式調整後

１株当たり当期純利益金

額については、新株引受

権付社債及び転換社債を

発行していないため記載

しておりません。 

 － 

同左 

 － 

 第12期から「１株当た

り当期純利益に関する会

計基準」（企業会計基準

第２号）及び「１株当た

り当期純利益に関する会

計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第４

号）を適用しておりま

す。なお、同会計基準及

び適用指針を第11期に適

用した場合の１株当たり

情報については、以下の

とおりであります。 

 １株当たり純資産額 

     102,229円51銭 

 １株当たり当期純利益 

      16,295円43銭 

 潜在株式調整後１株当た

り当期純利益       － 

 
第10期 

(自 平成12年７月１日 
至 平成13年６月30日)

第11期 
(自 平成13年７月１日 
至 平成14年６月30日)

第12期 
(自 平成14年７月１日 
至 平成15年６月30日)

当期純利益（千円） － － 58,983 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 4,000 

（うち利益処分による役員賞与金） － － 4,000 

普通株式に係る当期純利益（千円） － － 54,983 

普通株式期中平均株式数（株） － － 960 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調

整後１株当たり当期純利益の算定に含め

なかった潜在株式の概要 

－ － － 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

当事業年度末におきましては、株式の名義書換代理人は設置しておりません。なお、平成18年１月１日付で、以

下のとおりとなりました。 

決算期 ３月31日 

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月31日 

株券の種類 100株券 1,000株券 10,000株券 

中間配当基準日 ９月30日 

１単元の株式数 100株 

株式の名義書換え  

取扱場所 
大阪市中央区北浜二丁目４番６号 

株式会社だいこう証券ビジネス 本社証券代行部 

代理人 
大阪市中央区北浜二丁目４番６号 

株式会社だいこう証券ビジネス 

取次所 株式会社だいこう証券ビジネス 各支社 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 １枚につき200円 

単元未満株式の買取り・買増し  

取扱場所 
大阪市中央区北浜二丁目４番６号 

株式会社だいこう証券ビジネス 本社証券代行部 

代理人 
大阪市中央区北浜二丁目４番６号 

株式会社だいこう証券ビジネス 

取次所 株式会社だいこう証券ビジネス 各支社 

買取・買増手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額 

公告掲載方法 

電子公告により、次の当社のホームページアドレスに掲載する。 

（http://www.saint-marc-hd.co.jp/） 

ただし、電子公告によることができない事故その他やむを得ない事由が生じ

たときは、日本経済新聞に掲載する。 

株主に対する特典 

１．株主優待制度の内容 サンマルク株主優待カードを１枚発行する。 

２．使用方法      下記の当社直営店及びフランチャイズ店の全店に

てサンマルク株主優待カードの提示により飲食料

金の下記料率相当額を割引する。 

「ベーカリーレストラン・サンマルク」20％ 

「ベーカリーレストラン・バケット」 20％ 

「サンマルクチャイナ」       20％ 

「和食と甘味処・ｍｉｍｏｚａ」   20％ 

「サンマルクカフェ」        20％ 

「あっぱれ讃岐」          20％ 

「生麺工房鎌倉パスタ」       20％ 

「すし処函館市場」         10％ 

３．権利確定日     毎年３月末日（年１回） 

４．対象株主      100株以上を所有する株主 

５．有効期間      毎年７月１日～翌年６月末日 



第７【株式公開情報】 

１【特別利害関係者等の株式等の移動状況】 

 該当事項はありません。 

２【第三者割当等の概況】 

 該当事項はありません。 



３【株主の状況】 

 （注）特別利害関係者等（当社の代表取締役） 

また、株式会社サンマルクとの株式交換後の株主の状況は、次のとおりです。 

平成18年１月１日現在 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

片山 直之（注） 岡山県岡山市東畦110番地の29 960 100.00 

計 － 960 100.00 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

片山直之（注）１、２、７ 岡山県岡山市東畦110番地の29 3,058,822 26.68 

日本トラスティ・サービス信託

銀行株式会社（注）１ 
東京都中央区晴海１丁目８番11号 1,181,200 10.30 

日本マスタートラスト信託銀行

株式会社（注）１ 
東京都港区浜松町２丁目11番３号 754,000 6.58 

株式会社クレオ（注）１、３ 岡山県岡山市東畦110番地の29 517,492 4.51 

伊藤忠商事株式会社（注）１ 東京都港区北青山２丁目５番１号 500,000 4.36 

ビービーエイチ フォー バリア

ブル インシュランス プロダク

ツ エフディースリー エムアイ

ディー キャップ ポート（注）

１ 

82 DEVONSHIRE STREET BOSTON MA  

02019 U.S.A. 
353,700 3.09 

野村信託銀行株式会社（注）１ 東京都千代田区大手町２丁目２番２号 272,800 2.38 

資産管理サービス信託銀行株式

会社（注）１ 

東京都中央区晴海１丁目８番12号 

晴海アイランドトリトンスクエアオフィ

スタワーＺ棟 

257,400 2.25 

株式会社中国銀行（注）１ 岡山県岡山市丸の内１丁目15番20号 242,774 2.12 

ビービーエイチ フィデリティ

スモール キャップ インディペ

ンデンス ファンド（注）１ 

82 DEVONSHIRE ST BOSTON  

MASSACHUSETTS 02109360582 U.S.A. 
159,600 1.39 

ザ チェース マンハッタン バ

ンク 385036 

360 N.CRESCENT DRIVE BEVERLY 

 HILLS, CA 90210 U.S.A. 
147,100 1.28 

モルガン スタンレーアンド カ

ンパニーインク 

1585 BROADWAY NEW YORK, NEW YORK  

10036,U.S.A 
139,900 1.22 

ミックス 
P.O. BOX 3600 ABU DHABI UNITED  

ARAB EMIRATES 
131,900 1.15 

中川佳子 京都府福知山市 113,494 0.99 

第一生命保険相互会社 東京都千代田区有楽町１丁目13番１号 96,200 0.84 

エイチエスビーシー バンク ピ

ーエルシー アカウント アトラ

ンティス ジャパン グロース  

ファンド 

2 COPTHALL AVENUE, LONDON, EC2R  

7DA UK 
95,600 0.83 

株式会社サンマルク（注）４ 岡山県岡山市平田173番地104 94,703 0.83 

 



氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

ステート ストリート バン

ク アンド トラスト カンパニ

ー 

505019 

AIB INTERNATIONAL CENTRE P.O. BOX  

518 IFSC DUBLIN, IRELAND 
93,600 0.82 

ザ チェース マンハッタン バ

ンク エヌエイ ロンドン エス 

エル オムニバス アカウント 

WOOLGATE HOUSE, COLEMAN STREET  

LONDON EC2P 2HD, ENGLAND 
84,000 0.73 

三井住友海上火災保険株式会社 東京都中央区新川２丁目27番２号 74,748 0.65 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内１丁目４番５号 73,800 0.64 

シー エム ビー エル エス エ

ーリ ミューチャル ファンド 

WOOLGATE HOUSE, COLEMAN STREET 

LONDON EC2P 2HD, ENGLAND 
73,400 0.64 

株式会社阿波銀行 徳島県徳島市西船場町２丁目24番地-１ 67,164 0.59 

ピクテ アンド シー ヨーロッ

パ エスエー 

1 BOULEVARD ROYAL L-2016 LUXEMBOURG 

LUXEMBOURG 
66,800 0.58 

平部一美 東京都世田谷区 63,100 0.55 

株式会社オールファッションア

ート研究所 
東京都渋谷区神宮前４丁目15番15号 61,400 0.54 

ザ バンク オブ ニューヨー

ク ジャスディック トリーティ

ー アカウント 

AVENUE DES ARTS 35 KUNSTLAAN, 1040 

BRUSSELS, BELGIUM 
59,900 0.52 

三菱ＵＦＪ証券株式会社（注）

８ 
東京都千代田区丸の内２丁目４番１号 59,264 0.52 

クラリデン バンク 
CLARIDENSTRASSE 26 P.O. BOX 5080  

CH-8022 ZURICH SWITZERLAND 
56,500 0.49 

日本生命保険相互会社 
東京都千代田区丸の内１丁目６番６号 

日本生命証券管理部内 
53,000 0.46 

エイチエスビーシー バンク ピ

ーエルシー クライアンツ ノン

タックス トリーティ 

8 CANADA SQUARE, LONDON E14 5HQ 48,800 0.43 

シービーエヌワイ フィデリテ

ィ アドバイザー シリーズ ２  

ミッドキャップ ２ ファンド 

82 DEVONSHIRE STREET BOSTON, MA  

02109 USA 
48,600 0.42 

富樫 司（注）９ 岡山県岡山市 
41,755 

(7,000) 

0.36 

(0.06) 

ステート ストリート バンクア

ンド トラスト カンパニー 

P.O. BOX 351 BOSTON MASSACHUSETTS  

02101 U.S.A. 
41,500 0.36 

難波忠博（注）９ 岡山県岡山市 
39,655 

(5,000) 

0.35 

(0.04) 

藤井律子（注）５、７ 岡山県岡山市 
37,685 

(4,700) 

0.33 

(0.04) 

ザ バンク オブ ニューヨー

ク トリーティー ジャスデッ

ク アカウント 

AVENUE DES ARTS 35 KUNSTLAAN, 1040 

BRUSSELS, BELGIUM 
37,200 0.32 

株式会社服部建築デザイン事務

所 

岡山県岡山市西古松５番６号 

岡山新都市ビル201 
34,332 0.30 

 



 （注）１．特別利害関係者等（大株主上位10名） 

２．特別利害関係者等（当社の代表取締役） 

３．特別利害関係者等（当社の代表取締役及びその配偶者による所有されている会社） 

４．特別利害関係者等（当社の子会社） 

５．特別利害関係者等（当社の取締役） 

６．特別利害関係者等（当社の監査役の２親等以内の血族） 

７．特別利害関係者等（当社の子会社の取締役） 

８．特別利害関係者等（証券会社） 

９．当社の子会社の従業員 

10．（  ）は、新株予約権による潜在株式数及びその割合であり、内数で表示しております。なお、上記のよ

うに所有株式数の合計は11,464,485株、うち新株予約権による潜在株式数の合計は75,800株となっておりま

すが、当社が株式交換により株式会社サンマルクから承継した新株予約権の発行要項上、当該新株予約権の

行使においては当社の保有する自己株式が交付されることになっております。よって、これに係り、平成18

年１月１日現在の発行済株式数11,388,685株が増加することは想定しておりません。また、当社及び当社子

会社の役職員でなくなったことなどにより権利喪失し、表中の潜在株式保有者及び潜在株式数が変動する可

能性があります。 

11．株式総数に対する所有株式数の割合は、小数点以下第３位を四捨五入しております。 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

住友信託銀行株式会社 大阪市中央区北浜４丁目５番33号 32,700 0.29 

メロン バンク トリーティー 

クライアンツ オムニバス 
ONE BOSTON PLACE BOSTON, MA 02108 31,300 0.27 

新谷知子 岡山県岡山市 29,747 0.26 

日興コーディアル証券株式会社

（注）８ 
東京都中央区日本橋兜町６－５ 28,297 0.25 

フィデリティ パシフィックフ

ァンド 

37, RUE NOTRE-DAME, LUXEMBOURG  

GRAND DUCHY OF LUXEMBOURG 
27,900 0.24 

サンマルク従業員持株会 岡山県岡山市平田173番地104 27,751 0.24 

江口嘉行（注）５、７ 岡山県総社市 
26,327 

(4,700) 

0.23 

(0.04) 

みずほ信託銀行株式会社 東京都中央区八重洲１丁目２番１号 24,700 0.22 

シービーエヌワイディエフエイ

インベストトラストカンパニー 

ジャパン スモールカンパニー

シリーズ 

1299 OCEAN AVENUE, 11F, SANTAMONICA, 

CA 90401 USA 
24,400 0.21 

ザ チェース マンハッタン バ

ンク エヌエイ ロンドン スペ

シャル アカウント ナンバー 

ワン 

WOOLGATE HOUSE, COLEMAN STREET  

LONDON EC2P 2HD, ENGLAND 
22,200 0.19 

大原桂子（注）６ 東京都日野市 21,748 0.19 

アイランド 
P.O. BOX 3600 ABU DHABI UNITED 

ARAB EMIRATES 
21,500 0.19 

その他 7,837名 
1,813,027 

(54,400) 

15.81 

(0.47) 

計 7,887名 
11,464,485 

(75,800) 

100.00 

(0.66) 



第８【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

 当社は、親会社等はありません。 

２【その他の参考情報】 

 該当事項はありません。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１８年２月６日

株式会社サンマルクホールディングス 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社サンマ

ルクホールディングス（旧会社名株式会社デコール）の平成１５年７月１日から平成１６年６月３０日までの第１３期事業年度の財

務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、キャッシュ・フロー計算書及び利益処分計算書について監査を行った。この財務諸表

の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社サンマルク

ホールディングスの平成１６年６月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フロー

の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
代表社員
関与社員 

公認会計士 秋 山 直 樹 

      

  関与社員 公認会計士 味 谷 祐 司 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１８年２月６日

株式会社サンマルクホールディングス 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社サンマ

ルクホールディングス（旧会社名株式会社デコール）の平成１６年７月１日から平成１７年６月３０日までの第１４期事業年度の財

務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、キャッシュ・フロー計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。

この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社サンマルク

ホールディングスの平成１７年６月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フロー

の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 １．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成１７年９月１４日開催の取締役会決議に基づき、平成１７年９月３０日

に株式分割を行った。 

 ２．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成１７年１０月２０日開催の取締役会において、株式交換により株式会社

サンマルクを完全子会社化することを決議し、同日付けで株式交換契約を締結した。 

 ３．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成１８年１月１０日開催の取締役会において、株式会社サンマルクの管理

機能、店舗開発機能、業態・商品開発機能等を会社分割により承継することを決議し、同日付けで分割契約書を締結した。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 秋 山 直 樹 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 味 谷 祐 司 
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